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巻 頭 言

「バンドーテクニカルレポート」第16号刊行に当たって

常務執行役員 松 岡 宏

平素は当社製品を御愛顧いただきあ りがとうございまう。

昨年は1000年 に 度といわれる東日本人震災が起こり、沢山の貴重な命が奪われる結果 となり自然への畏敬の念

を強 くいたしました。また、同時に起こった原子力発電所の事故により、科学技術の限界をも感 じさせ られる年で

あ りました。

さて、経済状況につきましては L記 の人震災により、また、タイ国における大洪水などの影響によリサプライ

チェーンが寸断され、瞬時に L界経済へ影響をおよばしたことは、御存知のごとくであ ります。グローバル化が進

展 しますと、地球全体のli離が短 くなるというより、「我々は地球丸にll乗 し、様 々な変化を同時体tFLし ている」

と考えるべきと思われます。技術開発 製品開発におきましても地球メしの変化を的確にlLえ 、グロ~バルな視点で

お客様に喜ばれる開発を進めていく必要性をlll感 しております。

このような環境下、当社は2004年 より「環境 省エネJを キーワー ドに世界中のお客様に対 し新たなml値 を御提

供する製品開発に継続的に取 り組んでお ります。これを実現するには、「ゴム プラスチックの加工J技術の深耕、

特に分散技術と異材本の接着技術の向上や革新は欠かすことが出来ない要素であ ります。今日|、 この取 り組みの 一

環を御報告するとともに、これらを通 じて実現 した製品の一部を御報告させていただきます。また、次 ■代の開発

製品として、ナノテクノロジーを活用 したナノ粒子の技術開発を実施 してお り、この内容につきましてもあわせて

御紹介をさせていただきます。

ぜひとも御高覧いただき、御意見 助言などをいただければ幸甚に存 じます。

Foreword

On the 16thlssue ofthe Bando Technical RepOrt

As al、vays,、ve thank you fOr your patronagc a1ld intcrcst in our products

Last year's Great East Japan Earthquakc、 vas a Oncc― in―thousand― ycar occurionce Many precious lives、 vere lost

and、vc、vcre a、ve― struck by thc forcc of nature Also,thc rcsulting a3cidcnt at the nuclear po、 ver plant reinninded us

of thc limits of our science and technology

Thc cttthquakc and thc greatfloOds in Thailand causcd immcnsc damagc to supply chains,and had a sudden and

widcsprcad afFcct on thc local and world cconomies Thc progrcss of globalization has madc thc、 vorld smallc■ Wc
arc all passcngcrs on thc carth and arc simultancously affected by change R&D and ploduct developllnent require

an accuratc grasp of change in thc wOrld,and wc necd a kccn global a、 varcncss to satis"our CustOInncrs

Sincc 2004 Bando has、 vorkcd to ofFcr nc、 v value tO Our customers、 vith``the environinnent and energy conserva―

tion"as kcy、 vords in our ploduct dcvclopmcnt We havc strengthened our rubber and plastics proccsscS tO aChicvc

this,pallicularly 、vith essential improvcmcnts and innovations in dispersion and matcrials adhcsion tcchnologics

Some of our efforts in this rcgard arc includcd in this Rcport ミ、 also introduce somc of our ncxt― gcncration prod―

uct developlnent in nano technO10gy,、vith a rcport on nano palticle R&D

N、 sincerely thank you for vie、ving this Rcport and would、 velcome your comments and opinions

ね啜 な
Hi「oshiヽ4atsuoka

Scnlor Exccutivc Offlccr
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特別寄稿

無機粒子の有機媒体中での分散と複合材料

Dispersivity ofinOrganic Partic:es and Particuiate Composites

西野 孝
*1

Takashi NISHINO

Dispersivity Of inottaniC Palliclcs in ottanic SOIVCnt、 vas rcvic、 vcd using adsorption isotherm of polyllle=tlans‐

lnission electron micloscopy,scdimcntation spced/ratc cxpcrinicnt Polyiller、vith a sma■ ainnount of polar functional

gloups adsorbed on the particlc,、 vhich brings good dispcrsivity of particles in ottaniC S01Vc1lt、 vith StcrcO lcpulsive

eflect High density of adsorbed PolylllCr laycr、 vas bund to contribute to thc dispcrsivity rather than the thickness

oF adsorbcd layer High dispersivity is al、 o achicvcd by surfacc trcatmcnt of thc pa“ iclcs using propcr silanc cou‐

plhlg trcatmcnt When thc compodtc was subJcctcd tO thc strcss,thc strcss transfer to the incorporatcd parlcles

thlough thc matrix and intcrfacc、vas investigated using X lay diffraction 11lethod High strcss concentration to the

particles was found to bling about thc mcchanical rcinforcellnent of the colnnpositc,cspccia‖ y for nanocomposite

The.`X― ray difflactiOn lnethod"provcd to bc quite po、 verful lnncthod for detccting thc strcss transfer of the conlpo、 ―

itc in situ and non― destructivcly

1緒 言

11機粒子充てん複合材|「の作製にあたつて湿式法を

ll用 する場合、微粒 ■を液体状態の媒体中に一日分散

させ、それを塗布/成形させて利用に供する.li子 を

いかに高分散させ得るかは、1/1■|の性能を決定する上

で吼要となる1。 したがって、液体媒体中において微

粒 rの 分散性の評価法の確立がまず必要となる」。微

粒子は高い比表面積をイrす ることを特徴とする。表面

は不安定な場であり、自然は不安定を嫌うため、表面

fliを llt少 させる ドライビングフォースがlflき 、自然に

任せると微粒子は自ずと凝 ll_し 、重力によりlt降する

ことになる。また、貴金属などの例外を除けば ■1に

無機本|■表面には酸化層が存在 し、さらに吸着水で覆

われている。この吸着水は500℃ に力‖熱 しても除去で

きないほど強国に1吸 47し ている。この際、有機溶媒中

での広い水/油 界山iの 存在は熱力学的に不安定であ

り、やはり粒子の凝集を促すことになる。

図 1に は、媒体中に分散した任意の17r‖‖のポテン

シャルエネルギーを棋式的に示した。微粒
「

の分散安

定|■ は、li千間の斥力に

'tづ

くポテンシャルエネル

ギーの山で表される。 ll J′ のプラウン迎」Jや せん断な

どの外力や、凍結などのll激が加わってll i間 距禽Lが

短くなってエネルギー障
`ヤ

を超えれば、 lli上 のように

粒 1は凝集することから、分散安定化とはいかにこの

軍囃を超えさせないようにするかということに他なら

図 1 粒子間のポテンシャルエネルギー

ない。粒子間にlfllく 斥力には静,L反 発力と立体反発力

が知られている。静電反発力は、ll■表面の電気 i[

叫の重なりあいに伴ってlSl」 く斥力に基づいている。 し

たがって、ゼータ電位で指標されるような表面「じイヤが

ll子の安定性の目安になり、pHや イオン強度の川1加

による電気■1重層のl■ 縮やゼータ電位の低下はポテン

シャル障壁の低 卜を意味 し、DLVO理論 により希薄

水溶液系では,t Lt的 に考察されている。しかしながら

方、誘電率のlltい 有機溶媒中では電離が妨げられ、

静電反発力は月]イ iで きない。したがって、有機溶媒中

での分散安定化は立体反発効果に基づ く必要がある。

私どものイリF究雪1で はこの点についてこれまで上に磁気

記録媒体の高性能化の観点から、疎水1■主鎖骨格中に

―
■
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* ‖戸大学大学院]1学″「究Il 教授
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立体反発効果
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図 2 高分子鎖の吸着による立体安定化効果

少≒tの 極性官能基を含有する高分子を粒
「

表面に吸右

させる手法の有効1■ を示してきた。

図 2で模式的に示したように、 2つ の粒子が接近す

ると吸着層が互いに重なることで高分
「

鎖の形態変化

から生じるエントロピー減少を嫌って、た体反発作用が

働 く。また吸着層の重なりは、その部位での高分子濃

度の L昇 をもたらし、浸透圧により外部からの溶媒の

流人を促すことで粒 1■間を乖離させる作 lllも 同時に働

く。このような吸着高分子の保護作月」は分散安定化技

術として工業的にも広 くナHい られている。

2高 分子吸着層の評価

化学 l■や環境に依存 して11機粒子表山|は 性状を異に

する。たとえばγ Fc0031i子 は両性であるのに対 して、

二酸化ケイ素 (シ リカ)は 顕著な酸性を示す。 したがっ

て、高分子鎖に導入する官能基としてもシリカに対す

る吸着には塩基171官 能基が求められる。そこでステレ

ンに対 して塩基性官能基としてアミノブ:を 有するビニ

ルア ミン (VAM)を ヽ12mol%ラ ジカル共重合した (数

平均分子量■ 1万 )。

図 3に は、P(S‐ VAM)共重合体のシリカ表面に対

する吸着等温線を示 した。まず、PSホ モポリマーは

全く吸着 しないことがわかる。それに対 してアミノ基

を含有させた高分子はシリカ表面に対 して Langmtl r

llの 吸着を示 した。この吸着層を透i■ ム1電子顕微鏡で

17tえ たものが図 4である。(A)は 裸のシリカ粒子であ

り、li子 間が密に接触 している。 ‐
方、(B)で は粒子

情1に 空隙が存在するように観察され、より高倍率像で

はコントラス トの弱い吸着層の存在が確認された。

0     20    4.0    60    80     10
Equilibium conccntmtion(g/dl)

図3 シリカ表面に対するPSお よび P(S VAM)共重

合体の吸着等温線 (溶媒 :メ チルエチルケ トン、30℃ )

図 4 (A)裸のシリカ粒子、(B)高分子吸着層

を有するシリカ粒子の透過型電子顕微鏡像

3 カップリング剤処理

高分子を吸着させる分散安定化法以外に、親水性の

粒子表面に特定の官能基を導入する手法としてカップ

リング斉1法がツt用 さブtて いる。

図 5に は、メタクリレート111各 にトリクロロメチル

BANI10 TECHMC2AL REPORT No.16/2012
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図5 シリカ粒子の沈降体積の経時変化

ⅣTTMSti.ented SiO,

良分散系       凝集系

図6 沈降体積・速度と粒子の分散性の関係

基を配 したシランカップリング剤 (MPTMS)処 Jを
施 したシリカ粒子の沈降体積の経時変化を示 した'。

上述のようにシリカ表面には多数の水酸基が存在す

る。これらとの間の脱塩酸反 1き により、S■oc結 合

を介してカップリング剤が粒子表面に共有結合固定化

される。このような処理を施 したシリカ粒子をメタク

リル酸メテル (MMA)のモノマーに分散 させた。粒

子は重力により徐々に沈降するが、溶液の粘度が高い

と沈降は妨げられ、対流やブラウン運動による格動で

沈降が遅延される。この際、図 6に模式的に示 したよ

うに、分散が良好であれば沈降する速度は遅 く、出来

上がった沈降層の体積は小さい。一方、図 1で示 した

ように粒子間のポテンシャルエネルギーの山が低 く、

プラウン運動のエネルギーで容易に山を乗 り越えて粒

子同士が凝集すると、沈降の速度は速 く、また沈降層

の体積は大 きくなるい。図 5の結果は、粒子表面にメ

タクリロイル基を導入し、溶媒との親和性を上げた結

果、分散状態が良好となり、沈降速度が7Ffく なったこ

とを意味 している。一方、裸のシリカ粒子は速 く沈降

し、 8日 日以降、平衡に達 した。修飾シリカは10日 目

PVAc

PAM

図 7 粒子/高分子間の親和性評価のための

偏在法の模式図

以降でも未だ平衡に達 しておらず、その後も沈降を続

けた。 したがって、この実験は分散1■ を的確に評価で

きる手法であるが、特に良分散系やナノ粒子系では平

衡に達するのに長時間を要するという欠点がある。最

近では系に遠′亡ヽ分離を取 り入れ、遠心力を加えること

で沈降の加速測定を行う装置が市販されている。

同じ微粒子、同じ表而処理を施 した系においても性

能発揮にあたってはマ トリックスとなる高分子との相

性が重要となる。その簡便な見分け方として偏在法を

紹介する 。`溶媒に高分子を溶解させると一般に高分

子は相溶せず、相分離する。そこに微粒子が共存する

と、親和性の高い高分子層に偏在する。

図 7に は、一例 としてγ Fc203粒 子の偏在状態 を模

式的に示 した。ポリ酢酸ビニル (PvAc)、 ポリスチレ

ン (Ps)、 ステレンーブタジエ ンゴム (sBR)の 3種

類の高分子のテ トラヒドロフラン溶液にγ Fc203粒 子

を加えると、sBR層 に粒子が偏在 している。このこ

とはγ Fc203粒 子が 3種の高分子の中では最 もSBRに

親和 性 の高 い こ とを意 味 す る (PSと PVAcで は

PVAc)。 さらにこの系にアクリロニ トリループタジエ

ンゴムを加えると、γ FcゼQ粒子は SBRか らNBR層
に移動 して偏在する。つまり、sBRよ りもむしろ NBR
に親和性がある。したがって、このような実験を通 し

てγ FcゼQ粒子 と各種高分子 との親和性の順夕1に 関す

る知見を得ることができる。

表 1に は、われわれがこれまでに試みた分散性の評

価法をまとめて示 した。表面間力測定による吸着層厚

みと密度の評価、レオロジー測定については既報を参

照されたいJ。 ここで得られた重要な結論は、分散性

は吸着層の厚みよりも、むしろ吸着層の高分子密度に

依存するということであり、昨今盛んに611究 されるよ

うになった、粒子表面からのリビングラジカル重合に

より生成する高密度ブラシ層は、分散安定性に対 して

大きな効果が期待できる。

BANDO TECmCAL REPORT No16/2012



表 1 各種分散性評価法

性評価

界面張力

吸着量

偏在試験

沈降体積・沈降速度

表面間力
レオロジー特性

補強性・疲労評価

● X線回折法
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4分 散粒子への応力伝達と複合材料の補強

図 8 X線回折法による粒子充てん複合材料の

応力伝達の模式図

複合材11に おいては 1種 灯:以上の共種素材をnIみ イ)

わせることから、そこには必然的に界山iが 4iじ 、各素

材の特1■のみならず、界漁iの接着4■能がネ1合材料全体

の特性に大きな影響をおよぼす。 したがって、複合 ll

料において界面の構造と物性についての知見を集積す

ることが i要 になる.われわれは従来、複合ll■卜にお

ける界111を J」 した応力の伝達状態に対して X線回折

法を用いて検討を行つてきた。その原川!を は 8に示 し

た。複合ll l令体に
'さ

力σ.を 付加すると、マ トリッ

クス、界山iを llし て充てん材Tl晶 に「L tt σがイム達され

る。この現象を回折 ビークのシフトとして定量化する

手法が X線 回I「 法である.図 8で 示 したように、x

線の人1/1tt 
ψを変化させて、格子ひずみ c,を 測定 し、

次式よりσが評価できる・

εj εt=

σ (sin」 ψ―vcOS」 ψ)+P(COs=ψ ―vヽ hl」 ψ)

Ft、 vは ll iの 弾1■ li、 ポアツン比である。同式は

0     10     20     30     40

Applied stless σ。(ⅣIPa)

図 9 カップリング処理 を施 したシリカ粒子充てん

PMMA複合材料全体に加えた応力σOと 、

充てん粒子に伝達された応力σの関係

一 ll応カ ドでの複合ll l中 のli丁 まわ )の応力分布の

尉泄lも ‖J能であることを意味 している .

図 9に は、平均 ll,′ 径1 5μ mの Tll品 1■ シリカ粒 J・

をPMMAに
'Jし

て157,vv溶 融混llし た複合 ll十 に

ついて、利t軸 には複合オJ本 1全 体に加えた1き 力 aを 、

縦颯‖にはシリカ結BHに 11じ た応力 σを示 した,なお、

シリカlt rは 充てんに先立って、各々図中に示したシ

ランカ ンプリング斉1で 人山i処 JIIを 施 した。メタクリロ

栞を有するカップリング剤で粒子を/xt川
!し た場合、Ⅸ

5で 示 したように化学 |‖造 ヒの類似か
',PMMAに 対

する親和国:が よtヽ こと力
'り

l待できる.  ノJ、 パーフル

オロアルキル鎖を導入すると、PMMAと の界面での

接着は卿l待 で きない。図より、 σ.=17MPaに 至るま

で両者の 月係は原点をi」 る直線で表され、この応力範

囲で応力、ひずみ共に可11的 であった= 方、それ以

上の
“

で加1‖ 1点 をi」 えている。このことは複合材本1

に加えた応力が充てんll iに 伝達され‖Fく なっている

ことをし味 し、粒 Jt/マ トリックス界面での接着破壊

に基づいている。屈曲1点 lt後でのσから1判 断すると、

界面接着の影響は初期変形時には全く観察されず、人

応力守1域 において重人になっていることがわかる。さ

て、Ⅸの初‖l勾 配 (σ σ・)を 応力集中係数χと定義

すると15と 得られた。これまで各 ll繊維、粒子充て

ん複合ll料 に対してi芭 lし した結果、 χの111が充てん粒

1■への応力 1/_中 の程度を表す指標となり、充てん材と

マ トリックスの組み /‐ わせ、異方 1■、接イi14:、 li l

径、ll」
´
充てん量、疲労など、さまさ

・
まなパラメータ

に依存 して変化し、 χ>1で力学的な補i嚇JrLが 発現す

ることを定 Lt的 二示したテ
',

CH2=C~C00CH2CH2CH2Si(OCH3)3

6 0 μin/cF3(CF2)7CH2CH2 SiCt
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5ナ ノ粒子充 てん複合材料の補強性

粒子充てん複合材十1に おいて、クレイ充てん系の開

発が先駆けとなり、さまざまなナノ複合材■い 報ゞ告さ

れて きた‖。 11に 、モンモリロナイ ト (MMT)層
間のカチオンを4級アルキルアミンで置換することで

疎水化 し、層間へのモノマー、マ トリックスの挿入、

ヵsfra重 合や混練による層剥離を経て高分1■ マ トリッ

クス中ヘクレイ単層をナノ分散させることでナノ複合

材料は作製される。単なるli r充てん複合材料に比較

して、ナノ複合材料では極微量のクレイで力学的補強

性、気体バリア性などが飛躍的に上昇することが知ら

れている。その原因として、MMTがマ トリックス中

でナノ次元の厚みとμm次元の平面を有 し、lllめ てア

スペクト比が高いことが挙げられる。

たとえば、板状充てん材による補強式として著名な

Halpin Tsai式 はアスペ ク ト比 Aを バラメータとして

次式で表されるH。

島=|(1+2Aη V′)/(1-η V)IEm

η=|(E/Em-1)1/IE/Em+2AI
これらの式にしたがうと、わずか 5%の粒子の充て

んで、A=100で あれば、Emに 比較 して Eは 3ヽ 5

倍になる。Fomcrら はナイロン6/MMT系 におヽヽて

MMTの ll'Iが1 2nmで あ り、単層剥離が生 じている

ことを透過型電子顕微鏡を
'Hい

て観察 し、Aと しても

76を 実測 した口。 したがって、上述の A=100は 必ず

しも非現実的な値ではない。この際、充てん粒子が形

状 として高アスペクト比になると粒子端が 7・t少 し、界

面を通 してマ トリックスから充てん粒子への応力伝達

が良好となり、結果 として高い補強性をもたらすとし

て定性的に説明することができる。そこでマ トリック

スとしてポリビニルアルコール (PvA)、 充てん材 と

して MMTを 対象としてナノ複合材料を作製 した。上

述のように一般のナノ複合材料の作製にあたっては、

疎水化のため予め化学修飾が施されている。 しか しな

がらプロセスが煩雑になるだけでなく、「
/1問 挿入剤の

耐熱性やイ「機溶媒の利用などが問題視されている。一

方、PVAは水溶性高分子であり、MMTの水分散液と

単に混合 し、水を蒸ζ6さ せるだけで、PvAマ トリッ

クス中で MMTが層剥離 したナノ複合材オ1と なる。さ

らに、PVAは生分解性 も併せ持ってお り、プロセス

も含めて環境調和性に富むことになる。MMTの回折

線は層 HHU Hl来 の反射と層内の反射に大別できる。層 3‐ l

F.Eに より前者は消失するが、層内反射 として (060)

面に山来する回折ピークは残存する。

図10に は、この060反射の応力によるシフ トから評

価 した MMTの 格子 ひずみ (図 中、右縦軸 )、 MMT
の弾性率 (400CPa)と の Illか ら、充てん した MMT
に加わる1じ 力 (図 中、左縦刺1)と 複合材料全体に加え

た応力 ,。の F/3係 を示 したい。 σりにともないσは直線

的に増加 し、複合材料に加えた応力がナノli子 に確実

0~0  5  10 15 20 25 30 35 40 45 50

App ied stress輌 (MPa)

図10 PVA/MMT(5%w/w)ナ ノ複合材料全体に加

えた応力σOと ,MMTに伝達された応力σの関係

に伝達されていることがわかる。ここで勾配より応力

集中係数 χを求めると61と なった。なお、MMTの弾

性率として400GPaは 計算lliで あ り、一方、178CPaの

値も報告 されている‖。この場合χ値は27に なるが、

いずれに してもχとしては大きな値である。図 9の

結果 と比較 して、ナノ複合材 ||で はχのlllが一桁以

上大きい。すなわち、単層あるいはそれに近い形で層

剥離 した粒子では厚み/平 11長 さ比に相当するアスペ

クト比が極めて大きくなり、充てん粒子へのlL力 の極

端な集中が′Lじ 、これがナノ複合材料における極少量

添加での高い補強1生 をもたらしたものと考えられた。

図11に は、バンドー化学(榊より提供いただいたナノ

ダイヤモンド (ND)水分散液を用いて作製 した PVA

系複合羽本1の 弾性率 とND充 てん量の関係 を示 し

た■。なお縦軸はNDを 充てんしない PVAの みか ら

なるフイルムの弾性率 (3 7GPa)で規格化 している。

試料作製はllNめ て簡便であ り、ND水分散液に PVA
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表2 キーワード検索(Web of Sdence)に よる論文数 の粒子は各々熱伝導や摺動性に特徴があることが力1ら

れている。利ナ‖にあたつては価格の問題をクリアする

ため、適所の探索が必須である。 しかしながら、ナノ

粒子を適切にナノ次元で良分散させることで飛躍的な

物性向上を図ることができる点、マテリアルのパラダ

イム変化力ヽ 朝待できる。そのためには付和雷同するの

ではなく、確固たる信念に基づいた長期展望 と、少し

の勇気を持った材料研究 開発が望まれる。
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粉木を投入し、加熱溶解させた後、1吃燥させるだけの

環境調和プロセスである。なお、ほ1中比較のため、炭

素系ナノ材料 として著名なカーボンナノチュープ

(CNT)、 グラフェンオキサイド (GO)を PVAに 充

てんした複合材+1に対する結果を併せて示した。いず

れの場合もわずか 1%以下の粒子の充てんで弾性率が

1に躍自勺によ曽力1し ていることがわかる。中にお0ヽ てCNT
やGOを充てんした系に比較してもPVAINDの 補強

性は顕著であり、 l wt%の 充てんで弾性率は9 7GPa

(未充てんフィルムの29倍 )であった。またこの程

度の充てん量ではPVAの光学的な透りl性 はほとんど

損なわれず、同時に強度、ガラス転移 ll度 、熱分解温

度、耐水性能、熱伝導度が上昇した。

6お わ り に

高分千吸着、カップリング剤処理粒子を例として、

イ「機溶媒中への無機粒子の分散ならびにその評価法に

ついて概観し、ナノ複合材料の顕者な力学的補強性を

紹介した。

表 2に は、カーボンナノ素材についてキーワード検

索した学術論文数の経時変化を示した。学術研究上の

流行の変遷が明らかであり、おそらくGO関連論文が

今後爆発的に増加することが予想できる。一方で、ナ

ノ材料となりえる素材はそれ以外にも1性の中に数多存

41し ている。たとえば最近 BN、 WS!、 MoS2が 有機溶

媒中で簡便に単層剥離することが示されたい。これら

4372    4289
4208    2492
4141    1542
3248     690
2664     343
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研究論文

ゴム/亜鉛めつき鋼直接加硫接着系の劣化界面の観察

Observation of interface between Rubber and Galvanized Steel Bonded with Direct
Curing Adhesion system after Aging under Elevated Temperature and High Humidity.

塩山 務
*1     

平原 英俊
*2    大石 好行

*2

T、utomu SH10YAMA     Hidctoshi HIRAHARA     Yoshiyuki OISHI

Thc dcgradcd i:lterlace layer bet、 vccn rubber and galvanizcd stccl bondcd with HRH (HisilC― Rcsorci1lo「

Hcxalncthylcnctctran,inc)dilCCt curing adhcsion systelnn wa、 obscrvcd Allcr aging at 160℃ lb「 150min wllh thc

h()t prcss machi1le, thc lo、 v sulfurcontc1lt laycr cxisting ncar the intcrFacc 、vtl、 disappcarcd lt :lleant that thc llce

sulfur migratcd through thc rcsorcinol― resitl conccntratcd layc■ 、vhich foriュ lcd by thc rubbcl vt[lcanizing proccs、 、

and thcn rcachcd to the[nnetal surilce lt ilnay be su88csted that thc rcactivc of sulfur and stirrace mctal brings thc

degradation oF adhesion

On thc othcr hand attcr aging tcst at 70℃ undcr RH 95%お r30days the rcsorcinol rcsin conccntratcd laycr cx―

lsting ncar thc intcrrace、vas dcgradcd lt、 vas sho、vn th.lt thc dcgiadation canlc mainly tlon,thc scission of rcsi!1-

rubber bond flc)11]aging test result()f.lSBR/Zinc powdcr、 /RH lnnodel coinlpounds

成田 榮一 +2

Elichi NARITA

1緒 言

喘:鉛めっき鋼は‖

`卜

の犠牲防食作用によ ,優れた防

食性を有し、広 く使り||さ れている.ゴ′、と1[鉛 の複イ、

製品において、ゴムと‖1,Fの 加Ft接 着方法は、人別す

れば接着剤を月]い る‖l接加硫接若法と17t清 斉」を使llせ

ずにゴム中に接所付与斉Jを 練 り込む直1州■右法があ

る .

ゴムと金属の複合製 |||は タイヤ、ベルト、・l」 振ゴム、

免ザt 支承ゴム、ローラーなどとして,「 業分り1に おい

て広 く使用されている。これらの製品の機能および寿

命に形袢する接着オ支術の発展は製品の顕杵なIR質111
をもたらし、tlた な機能の発現を可能にした。 しかし

ながら、接着現象の角イリJは 被4.体 と接着剤の11み 合わ

せの多様性 と界市iの 複雑さゆえに究明 しつくされるこ

とのない技術的課題であり、界ul結イ)川 !l命 と現象論か

らのll察 の間で米だキ,ッ プを抱えた状 lLで あるとい

える。

金‖とゴムの力研け1着 は、主としてタイヤ製造にお

ける黄銅コー ドとゴ′、の加1硫接若に月して数多くの″F

*l産 業資材事業部
*」 可,大学法人岩千大学大学院工学糊F究 |

森 邦夫
*2

Kunk)MORI

究がなされl l、 そのlll要 は りlら かにされつつある.

しかしながら、夕r御1と ゴム間の 17k tt」 l:度発現の原点に

つヽヽても,(だ統  された見解が川知|さ れてヽヽるとはヽヽ

えない,加 |え て、11飴 とゴヱ、の加l tlを着に関しては‖l

i午の数は黄‖1と ゴ′、の加硫接着ほど多くはなく、その

概要すらツJら かになっていない「 .`

先に、われわ′しは亜鉛コー ドとSBRの 加硫接イ1に

おける HRH接右系 (ヘ キサ メチレンテ トラミンーレ

ブルシンー水和シリカ練 り込み1奏 着システム)の配イ)

因子であるレゾルシン系樹脂形成成分の71割 について

|`ミ 討行い、1を着界由iに 高濃度のllttll強層が形成され

ることを「ツ]ら かにし、その層がれ‖強

“

|と してlFlく とと

もに、界■ii占 合の役11も 担 うと考えた'。

また、■1■,め っき鋼はゴムとのri接加硫接着系にお

いては加圧加熱接 41安定性 と耐‖1熱 17k着安定性力1‖ L
であることを‖〔告したい。 方、接着剤を用いた17k着

においては11熱劣化の初期に17kイ i剤 の凝集破壊が■

じ、その後‖:始めっき層の腐食による1[鉛層の凝集破

壊に破壊部分が移行することが‖il:さ れているH.

本‖そでは、■1針めっき鋼 ― HRH接着系の加 |「 加熱

による界由iの 変化と、湿熱による界面の変化の観察を

行い、それらの17k着 劣化機lllに ついて報告する。
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2実 験

21材料および配合

被着体としては亜鈴めっき厚さが約25′ιm総厚08
mmの■1鉛めっき鋼4「Aを 用いた。

ゴム材 llは、Tablc lに 示す配合を使用 した。乳化

重 合 SBR(SBR1511Kl、 SBR1503、 JSR製 )、 ステ ア リ

ン酸 (日 本油脂製)、 酸化亜鉛 (堺化学製)、 HAFカ ー

ボンプラック (三 菱化学製)、 水和 シリカ (東 ツー

シリカ製 )、 プロセスオイル (ジ ャパ ンエナジー製 )、

促進剤 N CyClohcxy1 2-bcnzothiazolyStt Fcnamidc(CBs、

大内新興化学工業製 )、 硫黄 (鶴 見化学Jl業 製 )、 リサー

ジ (J「1化学製)な どはゴム用市販品を使月]し た。また、

レゾルシン (住 友化学製)、
ヘキサメチ レンテ トラミ

ン (三 新化学製)、 アルキルフェノールレブルシン共

初期縮重合物 (以 ドAPRFCと 略、住友化学製 )、 ヘ

キサメトキシメチルメラミン (以下 HMMMと 略、Cy

ananlid製 )な どのメチ レンアクセプター、メチ レン

ドナーは市販品をそのまま使用 した。

硫黄と加硫促進剤を除 く、全配合剤 を神戸製鋼製

BR型 インターナルミキサーにて混練 り後、冷却 した

10イ ンチロールにて硫黄と加硫促進剤を添加 し、コン

パウンドを作成 した。12時 間以上静置後、所定厚みの

シー ト状に成形 して接若試料として準備iし た。

22接  着

亜鉛めっき鋼板は表l“研磨後 トルエンにて表面洗浄

を行い、直ちに被着体として加硫接着にlt用 した。ゴ

ムシー トと亜鉛めっき鋼板のはくnlr試験評価用には、

厚 さ3 5mmの ゴムシー トと亜鉛めっき鋼板 とを重ね

合わせ、150℃ 、3 5MPaで 30分 間プレス加硫を行い

接着試料を作成 した。

23劣 化試験と接着評価方法

加圧加熱劣化試験 は、前記の加硫試料 をさらに

160℃ 、1 0MPaに て1"分間プレス加熱を行った。湿

熱劣化試験はЮ℃、RH95%の恒温恒湿槽にて30日 間

行った。耐熱水試験は恒温水槽を使用するとともに、

劣化促進のため沸騰水上に懸架する方法も合わせて採

用した。

はく離試験は IS K6256(20∞ )に より測定 した。

24接着界面近傍の成分分析

接着界Ii近傍の元素分布 をrll察 するため、EPMA
の線分析 と別に成分推定のためにCKα スペ クトルを

lgl定 した。EPMA線分析は、島津製作所製 EMX SM

型を用い、加速電圧20KV、 試料電流0 018μ A、 ビー

ム直径 lμ m、 試料移動速度10μ m/min、 x線取 り出

し角525度 にて根」定 した。CKα 、SKα 、PbM α、SiK

αおよび ZnLα の測定を行った。また、界面近傍 ゴム

層の炭素原子の帰属に関する1青報を得るために行つた

CKα スペクトルの測定は、加速電圧15KV、 試料電流

0 05μ A、 ビーム径1017m、 X線取 り出し角52.5度 にて

測定を行った。線分析試料は、金属‖1か ら接着界而付

近にノッチを入れ液体窒素にて冷去1し た状態で破断し

たものを ll定 した。破壊は大部分が亜鉛/鋼界面で、

はく離 した状態で起き、ゴム側に亜鉛めっきが接着 し

た小片が偶発的に発生する状態となった。繰 り返 し小

片の作成を行い、ゴムとめっき亜鉛の破断前iに 段差の

ない平IFな f式料を採取 し分析試料とした。湿 1々劣化後

の試料は牢温ではく離 した後、ゴムを液体窒素にて冷

却 し破断 したゴム面を‖1定 した。

25高 レゾルシン樹脂濃度物質の分析

接着界面に形成すると考えられるレゾルシン樹脂濃

度の高い層のモデル物質は、SBR15113/リ サージ/亜

鉛粉末/APRFC/HMMMを 2/2/2/6/3の 重

量比で混合後150℃ 、60分間プレス加圧 した試料を作

成 した。亜鈴粉末は密閉供給 される市販品を開封後直

ちに使用 した。試料は SBRお よびAPRFC、 HMMM
の三次元化されていない分子を除去するためツックス

レー抽出器を用い トルエ ンにて 4時間、続いてメタ

ノールにて 4時間抽出後不溶分 (ゲル)を採収 した。

次に、上記不溶分の湿熱劣化による分ll17成分を調べる

ために、不溶分を沸騰水上で50時 間加熱 した後、再び

トルエンとメタノールで抽出を行い不溶分と溶r17分 を

採取 した。水蒸気処理前後の不溶分、水蒸気処理後の

溶解分 (ト ルエン溶解分とメタノール溶解分を加えた

もの)お よび基準物質としての SBR1503、 APRFCの

組成分析を熱分解ガスクロマ トグラフ (島津製作所製

CC-9A)を 用いて行つた。

Table l  Rubberformulation

Matcrials Wcight(phr)

SBR1500

Stcaric acid

Zinc oxidc

Lithargc

HAF Black

Silica

Proccss oil

CBS

Sulfur

Rcsorcin01

Hcxaminc

100

2

5

2

30

10

3

12

15

2

15
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3結 果 と 考 察

31加圧加熱劣化試験後の接着界面近傍の元素分布

黄銅めっき―コバルト塩法では、界面の硫化物の生

成が接着とその劣化に関与していることが報告されて

いる2●。Figurc lに 亜鉛めっき―HRH法 の加圧加熱

劣化試験前後の接着界面近傍の EPMA線分析の結果

を示す。用いたはく離試料は、前報りと同じゴムシー

トと亜鉛めっき鋼板のはく離試験用試料である。加圧

加熱劣化試験前は完全ゴム破壊を示す接着状態であ

り、160℃ で1 0MPa、 150分間劣化試験後の試料はゴ

ム破壊と界面破壊が混在する程度に接着性が低下して

いた。

Figurc lよ り、接着劣化後は接着界面近傍約10μm
の硫黄元素濃度が低い層において、加圧加熱劣化にと

もない硫黄量が増大していることが認められる。すな

わち、前報"に てその存在を考察し、レゾルシン樹脂

の高濃度層と推察したπ電子成分の多い炭素からなる

化合物で構成された層に、加圧加熱にともない遊離硫

黄が拡散浸入し、亜鉛表面までゴムバルク層に近い濃

度に達 している。黄銅めっきの場合は接着に適正な

めっき表面の硫黄量が存在し、老化によりその硫黄量

が増すことにより接着が低下すると言われている・ 。

500

400

300

200

100

0

一方、前報"で の亜鉛めっき― HRH系では接着界面

の結合に硫黄が関与 している可能性は低いと考えられ

る。熱劣化にともない硫黄が亜鉛表面に拡散 した状態

で接着の低下が生 じていることより、硫化亜鉛、ある

いは接着結合に直接関わつている鉛の硫化物の生成が

加圧加熱による接着劣化形態である可能性が考えられ

る。今後、接着界面および接着破壊面をさらに微視的

に成分分析を行い明らかにする必要がある。

また、コバル ト塩系の直接接着系に対 して HRH系
が耐熱劣化性に優れることが確認されているが、その

理由として、硫黄の亜鉛表面への移動をレゾルシン樹

脂層が抑制するためと考えることができる。Scoら が

黄銅めっきにおけるコバル ト塩/HRHの 併用接着系

で、銅と亜鉛のゴム相へのマイグレーションを樹脂層

が抑制することを報告 してお り詢、樹脂層の効果とし

ては方向が逆であるが類似 しているといえる。

32湿熱劣化試験後の破壊面近傍の元素分析

湿熱劣化試験前後の破壊部分を推定するため、破壊

面近傍の Sお よび Si濃度が低い部分 と接着界面から

離れた通常濃度の部分の CKα スペ ク トルの測定 を

行った。用いた試料は前報いと同じ剥離試料である。

70℃ 、RH95%で30日 間湿熱劣化試験を行った試料の

Rubber side _―  Zn plating side
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Figure l  EPMA prof‖ es Of galvanized steeν rubber adherents obtained w th HRH adhesion system
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接着力は極めてlltく 、兄かけ 卜は先令な界|『破壊を t

する。 したがって、既に破壊岨|は コンタミネーション

カシ「 じている恐れがあるため、接右山iに TI直 に破断 し

たWi面 について‖1,と を行ったこ

11様 'に て考察 したように、λ=2312の 主 ビー ク

に対する半値幅の』:対 lll‖:指数 (高 λ側 1'値幅/氏 λ

側 Jlll幅 )は π電
「

成分に帰属する低 ス側に存在する

ショルダーの張 り出 しの強度を示す.炭素 EPMAス
ベクトルはπ結合とσ結合とでビークがシフトするこ

とは舞|ら れている■‐得られた非対称性 1旨 数の結果を

Tabに 2に示す.11‖どにおいて.T判 1を /1Nし た劣 fヒ試験

前の試本のブト
'サ

勤il■ 指数は、Sと Si ttt度 が lltく レゾ

ルシン成分が多いと考劣ヽ した接着界油iか

',10″

m711れ

たゴム料でo70、 接着liか ら50μ nl‖ [れ た s、 si濃 度

がゴム内部層と同じである点で080で あつた,

方、湿熱劣化,式駿後の試||で は、接 11/・ 面から20

μ nlの 点での非対称性指数は、湿熱劣化前の10μ m点

の値に近 く、接着界niか ら150′ι nlの ゴヱ、部は1111劣

化前の50“ nl‖

`に

近い値 となっている。これらの結果

より、前‖Pに てレゾルシン樹脂の高濃度‖ と推察 し

たπl[子成分の多い炭素からなる化合物で構成された

層が湿熱劣化により徐々に

'1人

していると】『察 され

る.

上nLの 杉察について、より広 く界面近傍の元素分布

を見るために、湿熱劣化試験後のはく離試本の金属側

とゴ′、側のWi山 iの sEM Iア 真とEPMA面分布「写メ〔をそ

ブlぞ ノt Fisurc 2と Figurc 3に 月`す.Figurc 3の Pb(M
α)は 含イf≒tが少ないためにりl嘱〔な面分ll ri果 が得ら

れなかったので線分夕千の結 ,tを 刀tし てヽヽる。 また、

EPMAの li分析は強「7~コ ン トラス トであ り、各視り1

の元素分布が り」瞭に認識できる検 |1強度レベルに1洲 幣

を行っている.は く離後の金属断|[の 観察網 tで ある

Fisurc 2は SEM写 真 とZnの 山i分 析結果 か ら、SEM

写真左の〃:イJの鋼llK内 割
`か

ら中央イJ近の鋼と‖11め つ

Table 2 Asymmetttc parameterOf EPMA C(Kα )of humid aged adherents

SPccil]lc[lS Focu、 Position Asylnnlctric prlrai〕 lctcr

0“ 8inal 50′,m insi(lc tlolll iiltcrlacc

10′,1■ insidc l'lonl intcrracc

Agingお r720hr、 at 70℃

undcr RH 95%

1 5nlm in、 1(lc ri■)1]l intcducc

15ι
`n,inヽ

klC n、】1ぅ intcrぬ cc

2117`n,hl、 idc n(ml hltcrfacc 074

SEM Zn(Lα
) Si(Kα )

Pb(Mα ) C(Kα )
Pb(Mα )          C(Kα )          S(Kα )

50 μ inn

Figure 2  SEM and EPMA intens ty mapping images of galvanized plate side peeled after aging

for 720 hrs at 70℃ under RH 95%
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SEM Zn(Lα ) Si(Kα )

Pb(Mα ) C(Kα ) S(Kα ) 研

Figure 3  SEM and EPMA intens ty mapping images ofrubber side peeled after aging for 720

hrs a1 70℃ under RH 95%

Table 3  GSC spectrograms peakintensty rat o and sBR content ofthe fract ons

from wettreated SBR/APRFC/HMMM reactve gel

Spccimcns

Ratio or CSC pcak Calculatcd SBR contcnt

l(85)Д (14) I(85)/1(22) I(85)■ (14) I(85)/1(22)

APRFC 0 0 0 0

SBR1500 126

Insolublc flactiOn Of Original gcl 12 01 9 1

Ins01ublc flaction of stcam t]catcd gcl 09 01 7 l

Solublc flaction of stcam trcatcd gcl 84 127

Insolublc fraction Of high humid trcatcd gcl 10 01 8 1

Solublc flactiOn Ofhigh humid trcatcd gcl 45

きとの界面、その右に約2シmの厚さの亜鉛めっき層
があり、その表面のはく離面が観察されていることを

示 している。はくFIF後のゴムの断面を示す Figurc 3は

SEM写真とC(Kα )の面分析結果から、sEM写真左

にゴム内部層があり、右端に接着破壊面が観察されて

いることを示 している。Figurc 2の C(Kα )の結果か

ら亜鉛めっき表 nlに は 5μ m程度のゴム層が存在 して

お り、Tabt 2の 結果 とあわせると、湿熱劣化試験前

のレゾルシン樹脂の高濃度層と推察 した層で破壊 して

いることを示 している。また、Figurc 3の si(Kα )

とS(Kα )の面分析結果では、Siお よび sの 低濃度

層が前報いで測定した2Q`mか ら50/1m以上に拡大して
いることが観測される。すなわち、Figurc lの上図に

は Siお よびs濃度の低い約20μ mの相が存在し、Tabt

2の非対称性指数は湿熱劣化により高樹脂濃度層が約

20μ mか ら50μ mに 成長 していることを示 してお り、

Fturc 3の 湿熱劣化後の Siお よび Sの面分析結果は約

50″ mの低濃度層が存在 していることを示 している。

これらの結果は Siお よび sの 低濃度層が高樹脂濃度

層に相応することを裏付けるものである。以上から、

湿熱環境では加圧加熱劣化試験 とは異なる接着劣化形

態となっていることが明らかとなった。

33湿熱によるレゾルシン樹脂/ゴム反応物の劣化

接着界而に形成されていると考えられる樹脂の湿熱

による劣化形態を検討するため、モデル物質として25
項に記,■ した物質を調整 し、湿熱劣化試験前の不溶分

と湿熱劣化試験後の不溶分および溶解分の成分比較を
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insoluble fraclion of oHginal gel

lnsoluble fradion oftrealed

Solub e fracllon

of trealed

Reten■on time(mnつ

Figure 4 Gas solid chromatography(GSC)charts Of nsOluble and soluble fraction of wet treated

SBR/APRFC′ HMMM reac,ve gel
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Figure 5 Relation be"veen Gas So‖ d chromatography(GSC)peak and SBR/(SBR+APRFC)

行つた。Figurc 4に お1熱 劣化試験前のイく溶分、湿熱劣

化試験後の不溶分と,′illlV分 および SBR、 APRFCの 熱

分角イガスクロマ トグラフを示す。また、ステレンに帰

属するピーク (RT=85)の APRFCに 強 く現れるピー

ク (RT=14)に 対する強度比が組成に比例す ると仮

定 した検量線での各成分の位置づけをFigulc 5に 示

す。HMMMに 帰属すると思われるRT=22に ついて

も同様に行い、結果をFtulc 5に あわせて示す。図よ

り読み取った各成分のピーク強度比とSBR分 率のIt

定riを TabL 3に 示す。結果は、湿熱処,I前の不溶分

中のSBR成 分量に比較し湿熱劣化試験後の不溶分の

SBR成 分量は減少しており、湿熱処理により生 じる

,′ 解ヽ分の生成分はSBRで あることを示している。こ

のri果 より、分子tlJ‖ i点 は樹脂とゴム分子間あるいは

SBR分 子内であり、採用した湿熱劣化試験条件では

SBR分 子の切断は41じ ilFい と考えられることから、

分子切断点は樹脂とゴム分子間が主体であると推察さ

れる。しかしながら、ll脂 に帰属する熱分角イ生成物ピー

クが湿熱処理前後で変化しており、樹脂自身も変質が

生じているものと推察される。

4ま と め

HRH接着システムを用いるJ[鉛 めっき鋼とゴムの

直接加硫接イ千系の加圧加熱劣化試験による接着界面

と、湿熱劣化試験による接若破壊面の観察を行い以「
の結果を得た。

劣化前の接着試料は接着界Ii近傍に硫黄元素没度の

低い層が存在するのに対し、珈性「 加熱劣化後の接着試

料は硫黄元素が亜鉛表面までゴムバルク層に近い濃度

で分布している。すなわち、加硫接着時に形成された

高レゾルシン樹脂濃度層とlll察 される層中に、遊晰[硫

黄が拡散浸入し、金属表面まではぼ均一な濃度に至っ

た1夫態で接4r llt下 が生している。

湿熱劣化試験後の接着試料破壊部分は加硫接若時に

形成された高レゾルシンlll]旨 濃度層と推察される14内

で生じている。モデル物質による許「価において、ゴム
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分子と樹脂分子との結合が切断していると考えられる

結果を得た。
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研究論文

二輪車用変速 Vベル トにおける動力損失要因の分離手法

A Method for Separation of Power Loss Factors in Variable Speed Beits for Motorbike

西川 隆
*l

Takashi NISHIKAWA

1緒 言

二輪車は、アジアが最大の Iド場であり、将来的にも

アジア市場は拡大が予測されている。そのアジア市場

における二輪車の主流は、125cc以 下のモベット型二

輸 llであるが、最近スクーターと同等の容易な運転性

が要求されるようになってきた。また、近年のlL界潮

流である対環境γLll上 や化7f燃料問題により車両の燃

費1向 上が要求されている。llに現行のスクーターの燃

イセ(40km/L)がモペット11三 輪車 (60kln/L)よ りも

思いことが問題視され、ベルトには効率の向上が求め

られている。

そこで本報では、ベルト効率の向上を図るために、

ベルト効率に影響する各IIJttlli失 要因を分洲[す る方法

について検討した。ベルト効率を向 にする各要因を分

HIす る手法をfl立することで、ベルトにおける各動力

‖i失 因子の内訳を求め、影響の大きい要因を1月 らかに

して、ベルト効率の向上に役立てることを目的とし

た。

2動 力損失要因の種類について

変速ベルトにおいて効率に影響する動力損失要因

は、図 1に 示すように、ベルト側の損失とシステム側

の損失に分離できる1。 ベルト側の損失としては、プー

リに巻きつけ‖キに発生するベルト曲げによる損失、

プーリからのlll力 を受ける際に発生する側lF変形によ

る損失、各プーリからの出入り時に発生する出入りlnl

動による損失、ベルト重量に起因する速度依存による

夕t失 、 トルク伝達時に発生する張りlul、 級み側張力差

Rccently in variablc spccd bclts for rnotorbikcs,it is getting more iinportant to dcvelop enetty― saVing tcchnology

corresponding to cnvilonmcntal problcms ln this papcL a method for scparating various factols of po、 vcr loss is

studicd to improvc thc cfrlciency Of po、 ver transmission in variable speed bclts By using this mcthod,it is possiblc

to clari″ the prOpoltions of each loss facton Some hints towald improved efrlciency arc obtained flom thc宙 ew―

point of、 vhat faotors with iarge propollion

坂中 宏行
*1

Hiroyuki SAKANAKA

による引‖■スリップで発41す る負荷依存による損失が

あり、システム側のlli失 として、ベアリングなどの摺

動部材のす1動抵抗などによる損失がある。

=「

Ⅲ 口 ■ ■ ア

~~~

図 1 変速ベル トにおける動力損失要因

3動 力損失要因の分離方法

31効 率測定ベル トについて

測定は、図 2で 示す小型二輪車刑変速 Vベ ル トの

代表であるシングルコグベル トで行った。本ベル ト

は、ベル トト佃1に 綿lll布 、′亡ヽ線にポリエステル′亡、線、

心線周 りに接着ゴム、保形ゴムに、短繊II補 強 したク

ロロプレンゴム、その中間層にはナイロンのスダレを

配 し、底 lll布 はナイロン lt布 で構成されている。また

ベル ト下側にノッチを設けた形状となっており、ベル

ト曲げに対 して、柔軟性を施 した構造となっている。

32動 力損失要因の分離手順

2節 で,上べた動力lll失 要因のうち、どの要因の影響

が大きいかを調べるために、図 3に示す試験機を用い

て、損失」lJ力 を測定することで、各IIt失 要因の分離を

試みた。装置の概要としては、原llJ機 にACモ ータ、
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エ ス

図 2シ ングルコグベル ト

負ll機 には DCモ ータで構成され、それぞれの試験軸

は伝IIJベ ル トで繋がれてお り、試験軸には高ll度 トル

クメータおよび、回転検 |1器 を1ド えている。軸411重

は、 ドライブlllユ ニット (ACモ ータ側)がベース上

に 体化されており、そのベースをり|っ 張ることで、

試l験ベル トに張力を与える構jと となっている。

El」 力損失要因を分 lllす る方法としては、以下の手川

"に示 した通 り、各ベル トにおいて張力変量 速度変量

試験を行って、ベル ト川げによる損失 側1竣形損失

+|1入 りの摺動損失 速度依存による損失 弾性 ス

リップによる損失 蜘1受 け損失を、それぞれ図 4ヽ 8

のように求めた。

図 3 評価試験機概要

手順 11図 3の試5究機を用いて、図 4の ように、試験

ベル トをll卜 けずに試脚 ‖のL転数を変量 させ

て走行 し、刺受け損失の速 ,■依存項 (B値 )

および、 定損失 (A値 )を求めた。試験結

果の 一例を」5に 示す。

図 5で グラフの切片であるA値 は軸受けの 一定 IEt

リモを表 し、グラフの値からA値 を減 じた B値 は速度

依存による1油 受け損失を表 している。

図 4 軸受け損失渦1定方法

0 14

0 12

0 10

0 08

0 06

0 04

0 02

0 00
0246810121416

試験軸回転速度 (ヘ ルト速度換算)(m/s)

図 5 軸受 け損失の速度依存性

手順 2:メ16の ように、試験ベル トを掛けて一定の張

力 (無負荷)を 与 え、試験莉‖L転数 を変量 さ

せて走行 し、ベル トの速度依存による損りt項

を求めた。試験結果の 例を区 7に示す。こ

の時に、軸 lll重 を変量 して、同様の』1定 を行

い、それぞれの前‖lll ttH寺 でのベル トの rl・ 度依

存による損失jlを 求めた。

↑
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ヽ
ミ

エ
К
駆
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A:軸受け損失 (一 定 )

評価レイアウト Rat olLow

Dri1 000～ 5500rpm
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図6 速度依存1■の測定方法



ここで 、

C値は、ベルト山げ+側圧変形+出 入り摺動損失+軸

受け損失 (荷重依存)を表し、図7に おいてベルト速

度Om/s時の切片から、手lll lで 求めた刺l受 け一定損

失 (A値)を 減じて求めた。

0 50

0 45

0 40

0 35

0 30

0 25

0 20

0 15

0 10

0 05

0 00
0246810121410

ベル ト速度 (m/s)

図 7 速度依存による各損失分離結果

D値は、ベル ト速度依存損失を表 し、図 7の試験結果

から、A値、B値、C値を減 じて求めた。

なお、11圧変形損失十出入りの招動損失は摩擦係数

を変量 した効率測定で分離市I能であると考えるが、摩

擦係数の変量が困難であつたため、今回は未実施であ

る。

手順 3:次 に手順 2で 求めた11荷重変量結果を用い

て、回転数毎での結果をプロットする。この

測定響i果 より、手lll l、 2で 求めた軸受け損

失の速度依存項 と速度依存による損失を差 し

引いてベル ト曲げによる損失を求めた。試験

結果の一例 (Drプ ー リ回転数5500rpm時 )

を示す (図 8)。

0 40

0 35

030

0 05

0 00
0    100   200   300   400   500   600   700

軸荷重 (N)

図8 ベル ト曲げによる損失

こ こで 、

グラフの切片 E値はベル ト曲げによる損失を表 して

いる。

C:ベ ル曲 げ●側圧変形+出入り摺動+軸受け■矢(荷菫依存)

G値は、側圧変形 +出 入り摺動による損失を表 してお

り、図 8の結果から、E値 とF値 (lr重依存の軸受け

損失)を 減じて求めた。尚、F値は実験により求める

事が出来ない為、軸受けメーカーの技ηI資料記載の計

算式3よ り求めた。

手順 4:試験ベル トを掛けて一定 LI転数 (一定張力)

で、負荷を変量させて走行 し弾性スリップに

よる損失 (∠ Ws)を 求めた (図 9)。 なお、

/Wsは次式=に よつて算出した。

0123456

入カ トルク (Nm)

図 9ス リップ損失動力測定結果

ゝ″ヽ =″ Xs
″ =(7× 2π N)160

s=1拙

ここに、

ゝIys:ス リップlit失動力 (W)

″ :入力動力 (W)

s :ス リップ率

τ :入カ トルク (Nm)

N :入力回転数 (rpm)

M.:無負荷時入力|]転数 (rpm)

Ml:負荷時入力LI転数 (rpm)

,V9,:無 負荷時出力回転数 (rpm)

Ml:負 荷時出力IJ転数 (rpm)

4動 力損失要因の分離結果

3章で求めた各因子のベルトの各動力損失を入カ ト

ルク毎に分離した結果を、図10に示す。この分離ri果

グラフのレイアウトは、Lowレ イアウト (Drプ ーリ

ピンチ径φ45mm、 Dnプ ーリピッチ径φ l18mm、 Dr

プーリトllr数5500rpm、 莉1荷重284N)である。

軸荷重 284N‖キ
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図10 動力損失分離結果

図10よ リシングルコグベル トは、常 |‖ の入カ トルク

の範囲内 (ヽ 2Nm)で はベル ト曲げによる損失およ

び側圧変形 +出 入り摺動による損失の影響が大きいこ

とがわかった。ただし、伝達 トルクを大きくすると、

りIヤ[ス リップによるlli失 が大きくなることがわかる。

ここで、軸荷重を変量 した場合の各llt失 トルクの関

係を追加 したものを図12に示す。

その結果、軸荷重が大きくなることで|11入 り+佃 lF■ に

よる損失が大きくなっている。これは、ベル トが受け

る側圧が大きくなって、図11の破線で示 したようなベ

ル ト側圧による座Πi変 形による損失が大きくなること

が原因だと思われる。

図12 軸荷重変量による動力損失分離結果

プによる損失は小さくなる傾向を示し、低 トルク域 (ヽ

6Nm)で は、低荷重時の動力llt失 が小 さいが、高 ト

ルク域では、低荷重よりも高荷■の方が小さくなるこ

とがわかる。

このことから、伝達 トルクに見合った適正張力、す

なわち、弾性スリップによる損失と、出入り+側圧に

よる損失との総和が最 も小さくなる張力に設定するこ

とでさらなる効率向 Lが望める。

図13 入カ トルクと損失動力の関係

(出入り+lll圧十弾性スリップによる損失の和 )

5ま と め

ベル ト効率に影響する要因の新たな分解手法を獲

得できた。

本手法を用いた結果、シングルコグベル トにlllし

ては麟|げによる損失、側圧十出入りの摺動損失の

影響が大きいことがわかった。

ベル ト効率の良い1夫態で使用lす るには、伝達 トル

クに応 した適正な張力を与える事が重要であるこ

とがわかった。
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図11 ベル トの側圧による座屈変形図

また、軸荷重を大きくすることで弾ヤLス リップによ

るlli失 が小さくなっている。これは、軸荷重が大きく

なることで佃1圧 が大きくなり、摩1察力によるベル ト伝

達力が上昇したことが原因だと思われる。

このことから、シングルコグベル トの効率を向上す

るためには、低ベル ト曲げ ill性 と高佃1月i・ll性 とを両立

した仕様にする必要があることがわかる。

図12よ り、軸荷Ilと 入カ トルクによって大きく変動

する出入り+側 FIに よる損失と弾性スリップによる損

失に注日し、両損失の和が軸荷重や入カ トルクにどの

ような影響を受けるかを見たものが図13である。

その結果、前述で,■べたように、市ilriを増加する

と、出入り+側圧による損失は1曽 えるが、弾性スリッ

1)

2)

3)
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研究論文

大西 淳
Jun OHNISHI

吉田 裕彦
Yasuhiko YOSHIDA

不足 しやすい。また、直流電圧制l御 であることが多い

ため、感光体の表面電位が不安定になりやすい傾向に

ある。これを改善するために、帯電ローラには抵抗の

高度な安定性が求められる。しかし、現在、帯電ロー

ラの内層 として用いられているEPDMや エ ピクロル

ヒドリンゴムではそれぞれ、通電による経時変化や環

境変化によつて抵抗が大 きく変化するという性質を

持っている。

そこで自社.T価 により現像ローラとして実績のある

カーボン導電を用いたウレタン内層を用いることで、

経時的、環境的変化による抵抗の変化が小 さい帯電

ローラが得られることがわかってきた。

ウレタンを用いたローラは、抵抗の制御に用いられ

るカーボンプラックの持つパーコレーション特性など

の点から、一般的に低抵抗のものが作られている。 し

かし、低抵抗のまま帯電ローラとして使用すると感光

体のキズなどに対 しリークを引き起こす。そのため、

高抵抗の外層を設け、低抵抗の内層と組み合わせ、トー

タルで中抵抗とすることとしていた。 しかし、この仕

様で長寿命高速機への適用検.lを 行うと長時間使用時

に異常放電の発生といった問題が生 じた。異常放電の

起こつた原因については、外層に高抵抗の薄い膜を

持ってくると外層に高い電圧がかかり、外層の持つコ

ンデンサ成分に電荷がたまりそれが一気に流れること

で起こったと考えている。

これらの問題を解消するために、外層抵抗を下げ、

内層抵抗を上げる、すなわち外層 と内層を同等の抵抗

値にする (内層の中抵抗化)必要がでてきた。

22帯電ローラの内層中抵抗化の検討

これまで高速対応長寿命帯電ローラの開/ttは 、成型

時にともなう架橋やバーコレーション理論により難 し

高速・長寿命帯電ローラの開発

Development of Speeding up and Long‐life Bias Charge Ro‖

魚住 京生
HirOki UOZUMI

1緒 言

従来電子写真方式における感光体の帯電方式として

は、高い帯電能力と安定性が得られるコロナ放電方式

が主流であった。しかし、この方式において①電源や
電流ロスが大きくなること、②放電によってオブンが
生 じることなどが問題視されるようになり、オブンレ

スの特徴を持つ近接放電方式 (接触帯電方式)が開発

された。

近接放電方式は主に帯電ローラが用いられる。この

方式は省資源のためのコンパ ク ト化、省エネルギー

化、オゾン発生の低減などの点でコロナ放電方式より

l■・れてお り、環境負荷の点で有利であるが、使用環

境、経時変化における電気抵抗の安定性などに問題が

あり、高速化や長寿命化に不向きであるという欠点を

持っている。

昨今の環境問題により業界では省エネ化、コンパク

ト化、長寿命化の動 きがいっそう高まり、高速化の動

きも進んでいる。また有害物規制の動きによリオゾン

発生量の規制も厳 しくなってきている。これらのこと

より、帯電ローラのユーズが高まり、弱点である高速

化、長寿命化に対する性能の向上が強く求められるよ

うになってきた。

そこで今回、当社で現像 ローラとして実績のある

カーボン導電を用いたウレタンを内層に用いることで、

これらのニーズを満たす帯電ローラの開発を検討した。

2実 験 と考察

21帯 電ローラの高速・長寿命化に向けて

帯電ローラを高速機や長寿命機に用いると帯電量が

In Plain papcr copying plocesscs,the contact clcctrostatic chatte method has been developed to substitutc for thc

corona clcctHcal charge method A conductive rOll、 vith clasticity is uscd for this ne、 v chatte method This rollis su―

perior in cnvironmental performancc,but it has problcms、 vith clcctric conductivity changcs and it is unsuitable for

high speeds and long― lifc

VVe have devclopcd urethane materials having stable mid― range conductivity to solvc this problcm As a rcsult,、vc

have developcd a bias chargc roll、 vhich is suitablc for high speeds and long-life
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いと考えられてきた「内層の中llt抗 導電領域での制l

御」がせヽ要となることがわかった。

」jt在 、現像ローラの内唇には、DBP及 油量が低 く

(llt粘 度、成型γL良 )、 比表面積が大きい (導電性が

高い)な どの理由からカーボンブラックA(以下 CB‐

Aと いう)が使用1さ れている。CB Aは llt粘 度である

ことから添加量を増やすことができ、架橋の影響 (導

電 ,■路形成の阻害)に よる抵抗ムラの発生が軽減で き

る。

しか し、CB Aを り‖いて成型 したローラの抵抗値

は、内層抵抗の日標
『

1に 対 して、 桁あまり抵抗値が

低い。また過去の検「Jよ リパーコレーション特性 (は |

1)の問題があるため、添加量の変廿により目標抵抗

111勾 で制御することは困難と半」断 した。

しか し、CB Bに おいて抵抗の値が平行 となった点

が目標値よりも高い値となった。そこで、成型性を考

慮 し、CB Bの 添加量を決め、さらに、抵抗の低いCB
Aを 加えることで抵抗の日標値を満足させることに

した。これにより、日標範囲を満たす配合が得られた

ため実験数を増や し抵抗のバラツキを確認 したとこ

ろ、バラツキが大きく、この配合では目標範囲内で1‖

御することが本1難 であることがわかった。また、この

配合においてウレタンの破化速度が著しく低 ドし、角1

媒を用いてもじこ型時間を大幅に延長する必要が41じ

た。

これらは、酸1■ カーボン (CB B)を 用いたためと

考えられる。ウレタン化反FLに おいて、有機酸が反応

をJF1 21Tさ せることがわかってお り、酸性 カーボンブ

ラックが衣面に持つ酸性官能基がウレタン化反1し に影

響 したと考えられる。反応速度はカーボンプラックの

導電通路形成に大 きく関与し、導電性 に影響 を与え

る。酸性官能基が反応を阻害することで、反rLが遅 く

なるほか、反応速度にバラツキが生 じるため、llt抗 に

もバラツキが4Lま れたと考えられる。

23樹 脂被覆カーボンの使用の検討

22の結果より、反応性を阻害しないカーボンブラッ

クの検討を行うことにした。そこで、酸性カーボンブ

ラックの特性を利用 し、カーボンブラックの表11を 樹

脂で被覆することを検討 した。カーボンプラックを樹

脂で被覆することで反 L‐ に与える影響の軽減をりl待 し

たものである。さらに、表i白iを 樹脂で被覆することに

よリカーボンブラック表面の細孔や世凸を低減 し、そ

れに加え、ll i可 十の接rlFを 低llkさ せることでカーボ

ンブラックの1lIIt抗 化が図れると考えた。カーボンブ

ラックの導電機構として一般的に言われる導電j』路、

トンネル効果の両面から抵抗を 11げるとともに、llt抗

値のバラツキの低減も期待できる (イ メージを図 3に

示す )。 この発想で得たカーボンブラックを cB‐cと

する。

図 3 樹脂被覆カーボンブラック (CB C)の
イメージ図

CB cを 用いて目標値への検iJを 行うと同等の添加

量で CB B ttll.、 llt抗 の目標値より高い値 となった(4
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そこで、抵抗の高 くなることが力1ら れている酸性

カーボンプラックBを 使用することとした。粒子径や

比表

“

i積 、DBP吸湖1ム Jな どの物性が CB‐Aと 似た酸

性カーボンブラックB(以下 CB Bと いう)を 用いて、

‖標抵抗を得られるか検討を行った。カーボンブラッ

クの添加量を変量し、抵抗の推移について/Lて みると

同等量で抵抗の上 /1が確認できた (図 2)。

少

図 2

カーボンブラツクB添加量   多

CB‐Bのパーコレーション特性
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4)。 パーコレーション特性及び成型性を考慮してCB
Aと 混合し、日標の抵抗値になるように検討した。

少
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図 4 CB Cの パーコレーション特性

CB Aと CB Cを 混合し、抵抗値が日標範囲内となっ

た配合で、実験を繰 りllXし ても、抵抗のバラツキを抑

えられていることがわかった。

評価 した結果、カーボンプラックが樹脂に被覆され

ることによリカーボンブラックの持つ凝集力が低下 し

て分散性が向上 し、反応性を改善できた。酸性カーボ

ンブラックで問題となっていた反応性と抵抗のバラツ

キを改善できたことで日標を満たす中抵抗ローラが開

発できた。

3ま と め

本研究では、高速 長寿命化に耐え得る帯電ローラ

の開発のひとつとして、内層の中抵抗導電化を目標と

して取り組んだ。これにより、高速 長寿命化に耐え

得る製品の開発に至った。

本研究開発よりに得られたローラは、180時 間を越

える連続運転に対しての抵抗の変化が小さいこと (図

6)や、従来のエピクロルヒドリンゴム系などに比べ

て環境変化による抵抗の変化が極めて小さいこと (図

7)がわかる。

ローラ面遠200mm/sで 回転させ7E定

250

50            100           150

耐久時間 (H)

図 6 通電による抵抗値の変化
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図 7 環境変化による抵抗変化の比較
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研究論文

銀ナノ粒子形成過程における素 クラスターサイズを明らかにするために、高輝度放射光を用いた小角
X線散乱測定を行った。既往の研究より3オ ーダー高精度な018ミ リ秒の時間分解能で測定可能な専用
の反応器を設計 し、クラスターサイズの変化をその場観察で追跡 した。その結果、銀ナノll子は AgBク
ラスターに相当する0 7nmサ イズのクラスターを介して形成されていることがわかった。

1  1ntroduction

Silvcr and gOltl mctal nanoPa[tiClcs can bc sintcrcd on

pOlymcr Fllm、 11-4]and cVCn papcr[51 duc tO llnclting pOint

dcprcssion and sizc e■ccts[1.2.4,6〕 ,and thus havc att]actcd

much attcntion in clcctrO_cOnductivc mctanic inks ffr

pri[ltcd clcctronics[2,4、 7 81 PractiCal applications 、vould

rcquirc spccinc particlc sizc distributions to cnablc rabrica_

tion or closcly― packcd laycrs of nanOparticlc、  rathcr than

monodispcrscd nanOpar● clcs[1.4]Thcrclorc a bcttcr un―

dcrstanding or t:lc formation lncchal]isil1 0r nOblc ].ctal

llanopalliclcs is nccdcd to prcparc dcsircd diamctcr and、 izc

distribution fOrmulations Classical gro、 vth modcls statc that

palticlcs alc ftDrincd by mca:ls or monOincr addition altcr a

discrctc nuclcation pcriOd[9]、 Whilc rcccnt studics shOw

that silvcr and g01d nanOparticlcs arc fornlcd via a co「 nplcx

path、vay including a broad nuclcatiOn pcriod 、vith simulta_

ncous P.lrtiCIC gro、vth pcriod 110-14] Gcncra‖ y it can bc

considcrcd that a cltlstcr consisting Or scvcral atoms rathcr

than a singlc ato]n acts as an clc:ncntary spccics that dctcr―

minc inonolnc[ addition and particle gl。 、vth Silver and

gOld mctal clustcrs along with thc ftlH_shcn clustcrs in

、vhich a ccntral atom is surrotlndcd by shcns or atonls to

r。!m an icOsahcdlon.a]c thought to bc thcr]nOdynamica‖ y

stablc l1 5J,and thC Clustcr sizes of thc flrst and sccOnd lt H

―shcll clustcrs Agぃ and Agis arc cstimatcd to bc 0 7 and 1 2

nin i16.17]rcspCCtiVcly Thc cxistcncc of thc Agぃ clustcら
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ho、vcvcヽ has not bcc:l clarillcd in prcviOus litcraturc unlikc

Au i clustcrs[15,18]althOugh ls attraclvc magnclc prop―

crtics havc bccn、 vidcly discusscd、vith thc hclp OF cOmputa―

tional scicncc[191

SIn〔 lH anglc X ray scattcring(SAXS)could bC an c■ cc_

tivc tcc1lniquc to cvaluatc ′″ 、′′ιr sizc distribtltion of nano―

particlcs,bccau、 c it has thc potcntial to statisticaHy proccss

a vcry lattc nu]nbcr of Paniclc、 11220_221 PrcviOus stud―

ics, hOwcvc= haVC not clcarly cstablishcd thc sizc or clc_

incntary silvcr clustcrs、 bccausc thc dctcrmination of this

sizc、 vould rcquirc′″ ,′″r obscrvation at an cxtrcmcly high

timc rcsoluti(〕 n(ご′ a tcW Ins)Dctailcd discussion or thc

rormation mcchanisln with SAXS wOuld also rcquirc a spc

ciaHzcd apparattls rathcr tha1l tt:ldcr batch― typc cOnditions

to cornplctcly llx thc onsct ol'thc lclrmation or all particlcs

ln this 、vOl k、  VヽC havc t:scd a cttslo]11-fablicatcd onc―

dircction― o,■ o、v rcactor cc‖ lo obtainル?s′′ι′ SAXS curvcs

at high timc lcsolution、 Of0 18 ms、 which is thlcc ordcrs of

inagnitudc highcr than thosc uscd in prcv10us studics(c`′

100 1ns)[12.20] By analyzing thc tilnc dcpcndcncc or

SAXS curves ′″
`′

′″ foi silvcr nitmtc solutions that arc rc―

actcd with rcducing sOlutiOns containing trisodium citratc

[23,24]as a wCak disPcrsant wc discuss inc dctails of thc

sizcs or thc clcmcnta,cltlstcrs lor]ni1lg and t1lc]]lcchanisln

or s‖ vcr nanoparticlcs formation in aqllcolls Systcin

2 Exper mental

Convcntional chc]nical icdtlctiOn in an aqucotls systclll

、vas uscd for thc cxa]lnination of thc fOrmation or silvcr
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nanopalliclcs A onc― dircctio:1‐ o「■o、v lcactor ccH mttc Of

p01y(mcthyl[ncthacrylatc)resin cquippcd 、vith thin poly‐

ilnidc nlm windOws and w"h two illJcction tlow channcl、

cnablcd mixing Of t、 vo inΠucnt solutions and a singlc cfn―

cicnt flo、 v channcl Silvcr ion solution、 vas mixed、 vith a rc_

ducing sOlutiOn and fcd at cqual 綱o、v ratcs. 120 mL min~1,

into a mixing point to aHo、 v mixing undcr ttllbulcnt flo、v

conditions Thc SAXS mcasurcmcnts wcrc carlcd out at

thc BL08B2 bcamlinc in SPring-8 synchrOtron rtldiation fa―

cility in Japan Thc rcactor ccH、vas sct on a vcrticany mov_

ablc stagc to control thc X― ray irradiation pOsition axiaHy

llom thc mixing pOint For thc mixing point dcFlncd as thc

point of origin O ms rcaction timc a distancc ori mm along

thc rcactor ccH corcspOndcd to a rcaction timc of 0 393 ms

bascd on thc givcn flow ratc A[naximum timc[ゃ 、olution of

0 18 ms was possiblc tor a vertical bcam size or o 23 mm

Thc two― dimensional scattering imagcs dctcctcd on thc X_

my irnaging platc wcrc convcllcd to onc― dimcnsional scat―

tcring curvcs giving thc scattcring vcctOr(7)dCpcndcncc of

scattcring intensitics by azi[lnuthal integration and subtrac―

tion of cach 、cattcring curvc or thc solution including aH

chcmicals cxccpt tor thc silvcr ions Thc sizc distribution OF

thc silvcr nanopalliclcs and clustcrs 、vas dctcrmincd by

curvc nt“ ng wtth a gamma distlbulon ftlnclon 125]

3 Results and discusslon

Thc timc dcpcndcncc or the scattcring intcnsitics of thc

SAXS cun/es that of thc palliclc sizc distributions flttcd

、vith thc intcnsitics and analysis of thc timc dcpcndcncc of

thc nanoparticlcs and clu、 tcrs arc sho、vn in Figurc l Thc

drop in thc scattcring intcnsitics at ク lo、 vcr tllan around

0025Å J in an curvcs(Figure la)waS duc to shiclding of

thc bcam stoppcr.so thcsc alcas can bc cxcluded tlom dis―

cusslon

Thc scattcring curvcs、 vcrc alinost flat and constant at rc_

action timcs of O and 0 39 ms This mcansthatthc 9 rangcs

may not rcach thc Polod rcg10n bccausc palliclcs arc toO

smaH or abscnt at thc givcn reaction timcs Curvc llttings at

shorl rcaction timcs of O and 0 39 1ns had high unccrlaintics

and arc not displaycd ln thc indtlction pcriOd,thc rcduction

prOccss trom Ag'10ns to Ag° atoms arc lnOst likcly taking

placc,but thc nuclcation has not bccn initiatcd Still cvcn at

this high timc rcsolution,it、 vas not pOssiblc to dcscHbc thc

prOgrcss Or the rcduction p:occss cOmplctcly 、vith thc

SAXS mcasurclncnts

Thc scattcring curvcs appcarcd distinct rising in thc

slopcovcr 0 59 ms Curvcs at rcaction timc、  grcatcr than

0 59 ms cOuld bc wcll llttcd throughout thc wholc″ mngc

lt is probable that thcrc is a triggcr for thc Onsct or nuclca_

05     1               5      10
T me(mS'

F7gυ θ́ ア  Time dependence of siver clusters and

nanoparticles formalon a)Sma‖ angle X― ray scatter‐

ing(SAXS)curVes measured in the custom fabttcated

one‐ d rect on― of― flow reactor ce‖  b)ParllCle size distr‐

buJon ntted with the SAXS curves c)Time depend‐

ence of peak diameter(sO‖d Circ es)and the parlicle

diameters at volume fractions of 1 0%and 90%(errOr

barS) PrOposed periods oi s‖ ver nanoparlicle forma‐

lon process are overald Dashed lnes show power

approximation fts lo help distinguish growth rale peri―

ods

tion of silvcr clustcrs and nanoparticlcs bct、vccn thc 0 39

and 0 59 ms and the onsct bccomcs clcar at 0 59 ms

At 0 59 and 0 79 ms rcaction timcs,、 vhcn nuclcation had

staltcd accolcling tO thc incrcasc in the palliclc sizcs thc

pcak dialllctcrs、 vcrc 0 58 and 0 71 nm lespcctivcly. indi―

cating that thc nuclcation of Agぃ clustcrs cotrcspOnding tO

0 7nm in diamctcr prcdolllinatcd atthc 0 59 and 0 79 msに ‐

action timcs On thc othcr hand,thc obscrved lattcr diamc―

tcrs in the sizc distributions at 0 59 and 0 79 ms, namcly

over 1 0ntll,arc cvidcncc that thc gro、 vth or silvcr nanopani‐

clcs had、 tartcd along、 vith thc nuclcation This nuclcation―

dominant lormation pcriod,in which Ag i clustcrs wcrc nu

clcatcd and consumcd in thc simultaneous lormation and

grOwth Or silvcr nanoparticlcs, 、vaS almost ccrtainly not

continuilig at 0 98 ms, as sho、vn by vol11[nc flactions that

wcrc approximatc 0 7 nm in sizc and considcrably dccrcas‐

ing with rcaclon timc Although thc linlitcd cxpcrimcnts

pclfOnlncd in this study prevcnt quantitativc discussion on

whcthcr a‖ s‖vcr atoms wclltthrough Ag i clustcrs,the par‐

ticlc sizc di、 tribt[tions sho、v that Agl,clusters arc thc domi―

alos
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nant spccics during thc nuclcation― dominant rOrmation Pc_

riod

Thc distinct changc in thc particlc sizc distributions ap_

pcarcd as abruptincrcascs orthc pcak diamctcrs at and latcr

than thc reactiOn timc of 0 98 ms Thc pcak diametcrs Ofthc

silvcr nanoparticlcs incrcascd tlom 0 71 to 3 36 nm atlcac―

tion timcs bct、 vccn 0 79 and 0 98 ms, and thc 10%volumc

flactiOn Or particlcs was 1 82 nm at 0 98 ms,suggcsting that

Ag,clustcrs 、vere dcplctcd at 0 98 ms Thc nuclcation of

Ag i clustcrs sccmcd to bc colnplctc tcrminatcd at 0 98 ms,

and thc gro、 vth Or silvcr nanopalticlcs prcdOminatcd aFlcr

0 98 ms Thc main proccss in this giЮ wth pcriod is most

likcly cOalcsccncc among smallcr silvcr nanoparticlcs,

which wcrc fOrmcd mainly by agg10mcration Of Agぃ  clus_

tcrs during thc prcv10us nuclcation― dominant lor[nation pc―

riod Altcrnativcly,thcrc is thc possibility that silvcr nano―

particlcs grc、 v continuOusly by thc addition of silvcr ato]ns

rcduccd in thc carly pcriod on Ag i clustcrs ln that casc,sil―

vcr nanoPaitiCIC fOrmation 、vould grow via Agii clustcrs,

which alc thc ncxt Fll11_shcn clustcrs and 1 2 nm in diamc―

tcn Howcvcli thC llaction of particlcs having diamctcrs Of

arot〔 nd 1 2 nm 、vas not dominant during a pcriod bct、 vccn

0 79 and 0 98[ns Although it is not possiblc tO cOmplctcly

ignorc thc possiblc prcscncc and contribution of Agi,clus_

ters in thc particlc formation prOccss sincc a small vO]umc

flactiOn Or palliclcs around 1 2 nm in diamctcr docs cxist,

thc silvcr atOins rcduccd can bc as、 t[mcd to prcrcrcntially

takc part in thc imlllcdiatc nuclcation of Ag,clustcrs rathcl

than rcmaining as is fOr an cxtcndcd pcriOd a、 vaiting con―

su]llptiOn in thc formatiOn Of Ag“ clustcrs ThclcfOrc,it can

bc hypothcsizcd that silvcr nanOparticlcs gro、 v mainly via

Ag; clustcrs mthcr than cllド tcrs in othcr sizcs Namcly.

AgB clustcrs play an inlpollant rolc as an clcmcntary clustcr

in thc rorilnatiOn of thc silvcr nanoparticlcs

Thc pcak diamctcrs gradua‖ y incrcascd floln 3 36 nm at

0 98 mst0 6 95 nm at 3 931ns,whcrc lattcr palticlcs wcrc

ovcr 20 nm in diamctct and atthc rcaction timc of 5 89 ms,

thc pcak diamctcrs sho、 vcd only a slight incrcasc(Figurc l

C)ThiS mcans that thc glowth proccss was substantially

complctc at 3 93 ms At3 93 and 5 89 ms,90%of thc vol―

umc flaction was ovcr 3 nm Palliclc growth is tcrminatcd

by thc consumptiOn Or silvcr nanoparticlcs sinancr than

around 3 nrn in diamctc二 、vhich havc rclativcly high surracc

activity Thc particlc sizc distribution narclwcd slightly at

589 ms.comparcd with that at 3 93 ms,which may bc at―

tributcd to a rclaxation or rcallangcincnt Of transicnt aggrc―

gatcd lattcr particlcs during this iclaxation pcriod atcr 3 93

llns, and nOt to a rccrysta1lization of smancr particlcs by

“sizc distribution focusing''〔 11]or ostwald ripening

[13,14〕 ,bccausc thc proccss OCCulTcd during a shOrt dura_

tiOn Of around 2 ms Fullhcr clucidation of thc rclaxation

prOccss lcquircs additional cxpcrimcnts and a grcatcr num―

bcr of data

Thc formation of silvcr nanoparticlcs, 、vhich 、vcrc

rOrmcd in an aqucous systcm,prOceeded during a vcry sholt

rcaction timc or around 6 ms and seelncd to consist of fotlr

distinct PcriOdS as proposcd in Figurc lc and sho、 vn schc―

inaticaHy as a lormation mcchanism in Figurc 2 Aftcr a

short induction pcriod, in 、vhich silvcr ions arc Кduccd.

AgB clustcrs arc activcly formcd, and subscqucntly smaH

silvcr nanoparticlcs arc rormcd mainly by agg10mcration

among Agぃ  clustcrs(nuclCation― dominant lormation pc

riOd)ThC fOrmation or silvcr nanOparticlcs、 ccmcd to h.lvc

no discrctc nuclcation pcriod according to thc timc― scalcs

and mcthods uscd in this、 vork Thc Ag,clustcrs、 vclc praC―

ticaHy cOnsumcd during thc nuclcation― dominant rOrmatiOn

pcriOd Particlc gro、 vth occuls by coalcsccncc and aggrcga―

tion among the smaH silvcr nanopalliclcs rcstliting in lattcr

silvcr nanoparticlcs (grO、 vth pcriod) FinaHy, thc gro、 vth

stagc is cornplctc 、vith thc consumption Of all small silvcr

nanoparticlcs, and as a inal proccss. thc transicnt aggrc―

gatcd Palliclcs rclax to incrcasc thc particlc sizc slightly ln

this stagc,thc palticlc sizc distribution narro、 vs(rclaXatiOn

pcriOd)

T,ansient a09,wated

A9pan c es
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"■σ″。2 PrOposed formalon mechan sm Of s‖ver

nanoparticles via A913 CluSters S‖ ver nanoparlicles

are formed throughiり lnduc10n pettod,in whch Ag・

ions were reduced to AgO atoms: |り  Nucleat on
dominant formation per od,in vvhich Ag13 CluSters are

nucleated and simu taneously consumed for Ag nano―

particle forma‖ oni‖りGrowth pettod, n which larger

Ag nanoparticles are formed by coalescence and ag―

gregalon amOng sma‖ er Ag nanoparucles; IV)Re―

laxaton perOd, in which particle size distr buton

s‖ghty narrovvs by relaxat on or rearrangement of

transient aggregaled parlicles

BANDO TECNCAL REPORT Nolの 012



4 Conclusion                [7]ShimOda T:Matsukl Y:Furusawa M I Aoki.T:Yl d―
asaka I:Tanaka H: Iwasawa Ht W、 ng D: Miy_
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特 許 。実 用 新 案 登 録 一 覧

(2010.10～ 2011.9.)

(日 本特許 )

特許番号 発明者 発明の名称 要約

ll■ 20∞ 286417[2000/09′21]

開 21X129693212∞2704/02]

登 4608067[20:0/10/15]

俊

弘

正

雅

中

飼

藤

大

く名称〉ベルト搬送装置

く要約〉工事現場等で土砂等のワークを搬送するベルト搬送装置に適用される

衝撃緩碁Π装置を提供する。現場の状況にかかわらずに搬送用ベルトの

寿命を延ばす。

ワークと搬送ベルトとのI川 に緩衝部材を設けた。緩衝部材をホッパー

に設けた。緩衝部材は、アングル部材により構成した。

願 2KXXl-341506[21XX1/11709]

開 211112‐ 145428121X12/K15′ 2J

登 4602531[2010/10/08]

東   篤 く名称〉コンベヤベルト及びこのコンベヤベルトの接合方法

く要約〉接合部の耐疲労性が高く、長期間の使用が可能なコンベヤベルト及び

このコンベヤベルトの接合方法の提供を目的とするものである。

平ベルト状のゴム層と、そのゴム層内に長手方向に向け多状に配設さ

れる線状心材とを備えるベルト材を無端状に接合してなるコンベヤベ

ルトであって、接合部のゴム層中に短繊維を分散含有することを特徴

とするものである。また、心材露出工程、心材組合せ工程、接着ゴム

層形成工程、カバーゴム層形成工程及び加硫工程を有するコンベヤベ

ルトの接合方法であって、上記接着ゴム層形成工程及びカバーゴム層

形成工程で用いる接着ゴム層用未加硫樹脂組成物及び/又はカバーゴ

ム層用未加硫樹脂組成物に短繊維を分散含有することを特徴とするも

のである。

願 2001044240[2001/02′ 20]

開 2002‐239372[2002/118′ 27]

今 4683399[2011/0248]

史

也

正

卓

居

村

武

外

く名称〉金属コロイド液

く要約〉pHの 変化や、電解質の存在や、雰囲気温度の変化によっても安定 し

た分散ILを 示し、特に温度の変化率が大きい場合や温度サイクルを持

つ場合でも高い分散安定性を示し、かつ、有機物ができるだけ少なく、

導電性等の金属微細粒子の特性を生かせる金属コロイド液を提供す

る。

タンニン酸、及び、イオン化列が水素より貴な金属を含有する金属コ

ロイド液であって、前記タンニン酸の含有量力`金属イオン1価/gに 対

して、001ヽ 6gである金属コロイド液。

願 21X11044242[2001/122/20]

開 21X12-245854[2002/0840]

登 4627376[2010/1ν 19]

史

也

徹

夫

正

卓
　
　
信

居

村

澤

塚

武

外

米

君

く名称〉金属コロイド液及びその製造方法

く要約〉簡単な製造方法で高い分散性が得られて、 しかも、高導電性を発niす

る金属コロイドllk及 びその製J.L方法を提供する。

アミノ基とカルボキシル基とをそれぞれ少なくとも1個 有する化合物

を含有する金属コロイドllk。
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特許番号 発 明者 発明の名称  要約

願 2004129501[2004/04/26]

開 2005310703[2005′ H704]

登 4641384[201071ν 10]

田浦 歳和 く名称〉導電性インクおよびそれを用いた導電性被膜

く要約〉基材上にコーテイング剤として供給されて描画する方法により導電性

被膜が形成される導電性インクであって、スクリーン印刷をはじめと

する高精度インクを必要とする印吊1方法を用いた場合にも描画特性に

優れた導電性インクおよびそれを用いた導電性被膜を実現する。

本発明の導電性インクは、水系媒体に、分散剤、金属微粒子および水

溶性樹脂 (増 粘斉1)を 含有させてなる導電性インクにおいて、前記水

溶性樹脂の含有量が、金属微ti子 に対し5重量%以下でかつ水系媒体

に対し01重量%以上であり、20℃ 2ヽ5℃、せん断速度 1～ 25/秒 にお

ける粘度が l Pa 秒以上である。

願 2004143197[2004/05′ 13]

開 2005324897[2005/11′ 24]

登 4704698[2011703′ 18]

豊田 秀久

岩日 幸浩

関根 龍一

く名称〉軽量搬送ベルト用ガイド部材

く要約〉従来のガイド部材付き軽量搬送ベルトは、ガイド部材を常温接着する

と高温高湿の雰囲気では使用できず、A‐t溶 着による場合はエアー溜や

バリ発生によリガイド部材が剥離し易く、ベル トの破片や摩耗粉が搬

送物に混入するなどの問題があった。本発明は軽量搬送ベル ト用ガイ

ド部材であって、高温高湿の雰囲気中で使用してもベル ト蛇行がな

く、破片や摩耗粉が発生しないガイド部材を提供する。

本発明のガイド部材は、常温で弾性体である熱可塑性樹脂を断面形状

が台形である紐状体に成形したものであって、この紐状体の底面部に

長さ方向、又は幅方向に長い下側溝を形成して、下側溝を溶着代とし

てベルト本体に浴着する。

願 2004302132[2004/107715]

開 2006112569[2006′∽ 27]

登 4648675[201011247]

川原 英I召

中嶋栄二郎

高橋 弘好

く名称〉Vリ ブドベルトのベルト進入角度推定方法、その方法を用いたベルト

進入角度推定プログラム、及びプーリのレイアウト設計方法

く要約〉背面平プーリからVリ ブ ドプーリヘの Vリ ブ ドベル トの進入角度を

推定する方法において、前記ベルト進入角度をプーリのレイアウト設

計段17Htで 容易に推定できるようにする。

Vリ ブドベルトは、背面平プーリに対 して略零度の進入角度 (回 転軸

を含む平面に略垂直)で進入して、該背而平プーリの外周に沿って軸

方向にずれることなく巻き付き、該背面平プーリの巻き付き終止点か

ら駆動プーリの巻き付き開始点まで略直線状に延びる軌JB‐ を描 く。こ

のような Vリ ブドベルトの軌道に基づき、例えば3次元 CAD等によっ

て、前記背面平プーリから駆動プーリヘの Vリ ブドベルトの進入角度

αを求める。

願 20“ -374433[200″ 1224]

開 2006182652[2006/07/13]

登 474413812011/05″0]

内藤 寛樹

阿部 房男

七宝 邦夫

く名称〉経皮吸収型製斉1用基材シー ト及び経皮吸収型製剤

く要約〉ポリエチレンテレフタレートフィルム等のフイルムとアクリル系等の

粘着剤及び脂肪酸等を含有してなる粘着剤層との19_れ た密着性を有

し、経皮吸収型製斉1に適用した場合に薬物の経皮吸収速度及び放出の

持続1■ を好適に制御することができる経皮吸1又型製斉1用 基材シー ト、

及び、これを用いてなる経皮吸収型製剤を提供する。

フイルムの片面に、ポリエステル系ポリウレタン樹脂を含んでなるプ

ライマー層を有する経皮吸収型製斉1用基材シート。
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特許番号 発明者 発明の名称  要約

願 2005005717[2005701■ 2]

開 2006193594[2006Ю727]

登 4719473[2011704/08]

也

和

公

歳

藤

浦

後

田

く名称〉導電インクおよびその利用

く要約〉低温焼結性をliな うことなく高密着および高粘度を有する導電性イン

クを実現すること。

金属コロイド液を用いた低粘度導電インクに水性イツシアネー ト化合

物を添加することによって、高密着および高精度を有する導電性イン

クを提供する。

願 21X15005715[2005Ю 142]

開 2006-19627812006107″ 7]

登 4759271[2011′ 06710]

和

也

歳

公

浦

一膝

田

″後

く名称〉複合粒子分散体および複合粒子分散体の製造方法

く要約〉金属粒子の接触および焼結を阻害せず導電性を発現させることと、複

合粒子と基材を密着させることとを両立できる複合ll子分散体および

複合粒子分散体の製造方法を実現する。

本発明の複合粒子分散体は、分子内に炭化水素不飽和環状構造とカル

ボエル基および水酸基を有する炭化水素化合物を化合物 Aと 称すると

き、上記複合粒子が、上記金属粒子に対応する金属イオンを上記化合

物 Aに て還元して得られる上記金属粒子が、上記化合物 Aを 成分と

して有する表面保護層で覆われた構造を有している。化合物 Aと して

は没食子酸が好ましい。また、化合物 Aに は属さず、かつ、上記金属

イオンを還元する能力、あるいは還元後の上記金属に配位または吸着

する能力を有する物質を含有していないことが好ましい。

願 2005061386[2005703704]

開 211116-242345レ 006Юシ14]

登 4683620[201170248]

栄

文博

日

口

梅

宮

く名称〉ベルト伝動装置

く要約〉ベルト伝動装置において平ベル トの蛇行や片寄 りを防止するととも

に、減速用のギヤや l_3滑 オイルを不要とし、重量、コス ト及び駆動ロ

スのさらなる低 rtを 図る。

従動側プーリに小径摩擦面及び大径摩擦面を設ける。テンションプー

リとして、プーリ本体 1で 平ベル トの片寄 りが生したときに軸荷重位

置のずれを利用してプーリ本体を変位させ、これにより平ベル トの走

行位置を中心寄 りに修正する自動調心プーリを用いる。移動機構に

よって、プーリ本体をビンとともにプーリ軸方向に往復動させ、これ

により発生する戻し力によって平ベルトを幅方向 (プーリ軸方向)に

移動させて、上記小 i■
k摩擦面及び大径摩擦面のいずれかに巻き■卜け

る。

願 2005112488[20057704708]

開 2006292051[2006/10/26]

登 4685495[2011/02月 8]

宮田 博文 く名IIN〉 伝動ベルト用プーリ及びベルト伝動装置

く要約〉伝動ベルトのlt行を防止する。

円筒状のプーリ本体を筒状の軸部材にて回転自在に支持するととも

に、該軸部材に支持ロッドを挿入して、それらをピンにより揺動自在

に連結する。このピンを、軸荷重の方向に対 してプーリ本体の回転方

向前側に傾倒した状態にする。これにより、伝動ベルトの片寄りを生

じたときに、プーリ本体を軸荷重の方向において高低差を生ずるよう

に傾令 し且つ伝動ベル トに対 して斜交いになるように回動変位させ

て、伝動ベルトを元に戻す力を発生させる。上記ピンの軸心 (枢軸)

をプーリ本体の回4颯 中心1咄から軸荷重の向きにオフセットさせること

で、伝動ベルトの片寄りを生じたときに軸荷重の位置のずれにより発

生する枢軸周りの回1云モーメントを効果的に増大させる。
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特許番号 発明者 発明の名称  要約

願 2005122826[2005/04/00]

開 2006300216[2006′ 11′02]

登 4789500[201lЮ 729]

山本 徹之

官田 博文

吉村 真志

く名称〉ベルト車及びそれを用いたベルト駆動装置

く要約〉ベル トとプーリやローラとの間の伝動能力の注水による低下を抑制

し、もってベルト駆動装置のよリー層の活用を図る。

平ベルトからなる伝動ベルトの巻き付けられるプーリ本体外周の摩擦

面に波状面を形成して、この波状面に押 し当てられた伝動ベル トが弾

性変形することにより、該伝動ベルト及びプーリ本体の波状面間にお

いて摩擦伝動を主体としながら、擬似的な噛み合い伝動も行われるよ

うにする。波1大面は、凹凸の振れ幅αがその周期ωの約 1/10ヽ 1/20

以下となる緩やかなものとする。波状面は、その凹凸の全てを曲面に

より形成し、■つ、その出率が周方向に連続的に変化する滑らかなも

のとする。

願 2005120551[200504/19]

開 2006300154[2006711/02]

登 4607646[201010/15]

士
心
文

真

博

＝
¨
田

士
口
宮

く名称〉ベル ト伝動装置

く要約〉リミットトルクの精度と反復性 復帰性 とを高めた トルクリミッタ

を、低コス トで実現する。

自動調心プーリは、プーリ本体がプーリ軸周りに回転自在にかつ、枢

軸周りにrT動 自在に支持されて構成される。平ベル トは、所定のスラ

ス トカの作用によリプーリ幅方11の 一方向に付勢されており、通常時

においては、自動調心プーリからの調心力とスラス トカとがつ り合っ

た状態で平ベル トが走行する一方、従動ブーリの負荷が所定以上に

なつた時には、駆動プーリがスリップして平ベルトの走行が停止する

ことにより自動調心プーリからの調心力がなくなつて、スラス トカに

より平ベルトが駆動プーリのプーリ面から脱落する。

願 2005¬ 20364[2005/04ハ 8]

開 2006300149[200σ HЮ 2]

登 4820107[20117o9709]

尻池 寛之 く名称〉伝動ベルト

く要約〉走行寿命が長く騒音の小さい伝動ベル トを提供する。接着ゴム層と圧

縮ゴムとが加硫接着され、接着ゴム層内に接着処理を施した心線が埋

設接若されており、接着ゴム層と圧縮ゴム層のうち少なくとも圧縮ゴ

ム層力
'エ

チレンーα―オレフィンージエンゴム混合物の配合物の加硫

物からなる伝動ベル トにおいて、第 1と 第2の エチレンーα―オレ

フィンージエンゴムとがゴム混合物のうちの少なくとも80重量%を 占

め,第 1と 第 2のエテレンーα―オレフィンージエンゴムは、相互に

エチレン含量おいて18ヽ 40重量%の範囲で異なると共に,第 1の エチ

レンーα―オレフィンージエンゴムのエチレン含量カユ0～ 59重量%の

範囲にあり,第 2エチレン含量が68～ 90重量%の 範囲にあり、ゴム混

合物のエチレン含量力る7-75重量%の範囲にある。

願 2005118630[2005/04カ 5]

開 2006300104[20067HЮ 2]

登 4683470[201lЮ 2′ 18]

大野 公睦 く名称〉摩擦伝動ベルト及びその製造方法

く要約〉摩擦伝動ベルトのくり返し屈曲やエンジン周りの加熱条件での走行に

対する動的接着性、llT熱接着性等の接着特性に優れるとともに、耐熱

性、耐摩耗性、異音防止性等の所望の性能にも優れた摩擦伝動ベル ト

を提供する。

ベルト長手方向に沿って′さ線が埋設された接着ゴム層と、圧縮ゴム層

とを積層してなる摩擦伝動ベルトであって、接着ゴム層及び圧縮ゴム

層は、共にエチレンーα―オレフィンージエンゴム配合物を用いて形

成されるものであり、′じ、線は、カルボキシル化ビニルピリジンラテッ

クスを含むレゾルシンーホルマリンーラテックス接着斉1組成物を用い

て接着処理を施したものである摩擦伝動ベルト。
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特許番号 発明者 発明の名称  要約

ll1 2005 13ワ 180[2005/05ハ 0]

'H2006‐

3168!2[2006′ 11/24]

てヽ 4668677[20‖ /01′ 21]

尻池 寛之 く名称〉伝」llベ ルト

く要約〉寿/‐低 ドを抑制しつつ、向上させた順音抑制l効 果を長り切にわたりil ll

させ得る伝動ベルトの12L供 を課題としている。

カーボンプラックが配合されているゴム組成物により圧縮ゴム

"が
形

成された伝動ベルトであって、ゴム湘1成 物のベースゴムにはエチレン

ーα―オレフィン共i合ゴムが用いられ、該ベースゴム100重 量部に

対 してカーボンプラノクが50重量部以 L含 まれており、「Lつ 該カーボ

ンプラ ノクにはヨウ素吸着量40mg g以 ドの大粒 チカーボンプラック

がゴムllXl重 量部に対して30重量部以 L含 まれていることを特徴とす

る伝動ベルトをl.供する。

廃12005142871〔 2005705′ 16]

lji1 21X16 3 16975[2006′ ‖24]

てチ4693154[2011/03/04]

高橋  長 く名rrN〉 伝」ll川 l平ベルト

く要約〉ベルトとプーリとの|■擦伝動によって発生する摩耗により、ベルト1勺

周側が破損することを防止し、ひいては、ベルト全体の寿命を向 :さ

せるようにした伝rll用 F`ベ ルトを17L夕 tす る。

本発りlは 、第一のカバーゴム層と、1夕第一のカバーゴム層の反対面に

形成された第二のカバーゴム層とを‖iえ てなり、駆」lJプ ーリ及び従動

プーリの間に掛け,|さ れて使用される伝動用平ベルトであって、前記

第 のカバーゴム層を11記 第二のカバーゴム層よりも層の厚みを
',4く

するようにした。

願 2005-1481071● lll15/05′ 20]

"月

2006 10068[2006701′ 12]

登4667956[2011701′ 21]

尻池 寛之 く名称〉伝」llベ ルトとその製造方法

く要約〉圧縮ゴム層への短繊‖[の 配合なしに、又は圧縮ゴム11に 短繊維をllL合

する場合は、その配合量を著しく低減すると共に、得られる伝Illベ ル

トにおいて、短識縦をベルト長手方

"1に

配l旬 させることによつて、た

行Iキの発古性が少なく、しかも、高 nl環 境 Fでの耐加1劇1疲 労性にすぐ

れ、従って、屈■寿命の長い伝動ベルトと、そのような伝動ベル トの

製造方法を提供する。

圧縮ゴム層と接着ゴム‖とが共にエチレンーα―オレフインージエン

ゴム配イ、物の加硫物からなり、上記接着ゴム層内に′じヽ線が埋設、接着

されている伝動ベルトにおいて、ベルト長手方向の,F縮 ゴム層のり張

弾1`[率 をaと し、ベルト幅方向の圧縮ゴム層の引張J単性率をbと する

とき、09≦ a‐b≦ 12で あることをll徴 とする伝Illベ ルトが提供され

る。

願 2005156212[2005′0527]

/i1200610072[21X1670V12]

登 4648762[2010/12′ 17]

宮田 博文 く名称〉伝動ベルト用プーリ及びベルト伝動装置、並びにエンジンの補機以
`動システム

く要約〉伝動ベルトの蛇行を防11す ると共に、ベルトのた行位置を切 り換え‖∫

能にする。

プーリ本体をプーリ‖llり に回転自在にかつ、プーリ本体の回1曖方向

前側に傾倒角αで傾倒した枢軸周りにl■ 動自在に支持する。伝fllベ ル

トの片寄りを生じたときに、プーリ本体を少なくともhl荷 重の方向に

おいて高低差を生ずるように傾斜させ、伝rJベルトを元に戻す力を発

生させる。移動機構によって、プーリ本体を枢颯|と 共にプーリ軸方向

にイ1彼 Il」 させ、それによって発生した伝動ベルトを元に戻す力によつ

て、伝」llベ ルトのラL行位置を移動させる。
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特許番号 発明者 発明の名称  要約

願 2005160842[2005/06701]

開 2006336260[2006712′ 14]

登 4755853[201lЮ 6/03]

古田 智基

加奈森 聡

く名称〉‖1振 金物および木造住宅の接合部の構造

く要約〉高減衰ゴムなどの減衰材を利用して、制振効果が得られる制振金物お

よび木造住宅の接合部の構造を提供する。

第1の 高岡1性部材は、その一面が接触するように柱に固定される。第

1の高同1性部材の他面に、第1の接着斉」層を介して、ほぼ同じ大きさ

の長方形シー ト状の減衰材の一面が接着により固定されている。減衰

材の他面に、第 2の接着剤層を介して、第 2の高同1性部材の一面が接

触するように固定されている。この第 2の高同1性部材は、第 1の 高岡1

性部材とほぼ同じ板厚で減衰材が接着される薄板部と、この薄板部、

減衰材及び第1の 高剛lL部材の厚さの和に等しい厚さの厚板部とを有

する。第 1の高剛性部材を柱に釘を適用 して固定する一方、第 2の高

同1性部材に釘を適用して、第 2の高同り性部材を土台に固定する。

願 2005149934[2005/05/23]

開 2006325675[200σ 12Ю 7]

登 4749765[201lЮ 5/27]

中嶋 勇太

内藤 寛樹

佐藤 裕喜

〈名称〉倉∫傷保護フイルム及び医療用貼付材

く要約〉高い透湿1■を有し、水やアルコールに対する膨 l・lが少なく、皮膚に対

する優れた追従性を有するような柔軟性、優れた耐久性を有し、医療

用及び衛生材料に好適に適用することができる創傷保護フイルム及び

それを用いた医療用貼付材を提供する。

ポリオール成分としてエチレンオキシドユニット有するランダム共重

合体を用いて得られる熱可塑性ポリウレタン樹脂 (alと 、ポリオー

ル成分としてポリエステルポリオールを用いて得られる熱可塑lLポ リ

ウレタン樹脂 (b)と を、50/50ヽ 90/10の 配合比 (質 量基準)で 含有

する熱可塑1■ポリウレタン樹脂組成物を製膜することにより得られる

創傷保護フイルム。

願 2005173780[2005Ю 6′ 14]

開 2006349002[200“ 12′28]

登 4834331[201lЮ 9′30]

中嶋栄二郎 く名称〉摩擦伝動ベルト及びそれを用いたベルト伝動装置

く要約〉例えば、DLプ ーリがロックした場合に、そのリミッタを確実に切る

ことができる摩擦伝動ベルトを提供する

摩擦伝動ベルトは、ベル ト本体の少なくともプーリ接触部分が、ベル

ト幅方向に配向した多数の短繊維が混入されたエチレンーα―オレ

フィンエラストマーのゴム組成物で形成されていると共に、プーリ接

触部分の表面に露出した短繊維がプーリ接触部分の表面から突出して

いる。プーリ接触部分が所定条件で回転不能に固定されたプーリ上を

スリップすると、プーリ接触部分の表面から突出した短繊維の数が減

ずることにより、プーリ接触部分の表面の見掛けの動摩擦係数が09
■04か ら20± 05に高まる。

願 2005210330[2005Ю 7′20]

開 200723221[2007Ю 2701〕

登 4741895[201170543]

田辺 美晴

吉田 土介

今日三樹子

武居 正史

く名称〉被覆発光体およびその利用

く要約〉水分劣化が生じず、輝度が高く発光寿命が長い被覆発光体を提供する

こと。

以下の被覆方法により、被覆材料によって発光体を被覆する。(1)発

光体を被覆材料によって被覆する工程 :(II)被覆した発光体を溶媒

中に分散させた分散液を得る工程:(III)該 分散液を固相とllt相 に分離

する工程 ;を 包含し、該llx相 の電気伝導度が100/7s/cm以 下になるま

で工程 (II)及 び (III)を 繰り返す。
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特許番号 発明者 発明の名称  要約

願 2005209684[2005/07′ 20]

開 200725434[20077o2101]

登 4687299[20H/02′25]

清友 達志 く名称〉滑り軸受

く要約〉ポリフェニレンサルファイド樹脂を主成分とする耐熱性、導電性を有

する耐摩耗性が良好な滑り軸受をlT供する。

ポリフェニレンサルファイド樹1旨 100重 量部、鱗片状天然黒鉛 5ヽ 15

重量部、 ltフ ツ化エテレン樹脂30～ 40重量部、カーボンプラック1ヽ

10重量部、アラミド繊維 5ヽ 15重量部を必須成分として成形されたこ

とを特徴とする滑り軸受。

願 2005253445[2005709/01]

開 200763465[2007/03/15]

登 4698342[201lЮ 3/11]

和日

厚見

明

由

法

忠

〈名称〉ゴム組成物ならびにゴム組成物が用いられた搬送ベルト

く要約〉ロール加工性や成形粘着1■が損なわれることを抑制しつつyt t 
機械特

性を向 |さ せ得るゴム組成物の提供を課題としている。

エチレンとプロビレンとの合計に占めるエチレンの割合が65重量%以

上であり■つエテレンノルボルネンカЮ lヽ 10重量%含有されている

エチレン プロピレン エチレンノルボルネン共重合体ゴムが、全ポ

リマー成分の50重量%以上に用いられてなり、ヨウ素吸着量50ヽ 70g/

kg且つDBP吸油量135ヽ 160cm3/100gの カーボンブラックが全ポリ

マー成分100重 量部に対して30～ 70重量部含有されてなることを特徴

とするゴム組成物を提供する。

願 2005357859[2005/1ν 12]

開 2007163676[200770028]

登 4820161[2011/09/09]

谷  新太 く名称〉電子写真装置用ブレードの製法および電子写真装置用ブレー ド

く要約〉電子写真装置に用いる部分的に異なる種類の多層化した合成樹脂製ブ

レード素材及びブレードを生産する方法、品質の安定 した多層ブレー

ド素材及びブレードを提供する。

電子写真装置用多層ブレードの製造法において、割 り金型の一方の金

型に、部分層を形成するlitl大 合成樹脂をビー ド状に注型した後、金型

を組み、ベース層を形成する液1犬合成樹脂を注型して、力‖熱硬化して

ブレード素材を形成するブレードの製造方法。

願 2006250763[200670"15]

開 2Cll18 69910レ 008′03ρ 7]

登 4634986[201 αl ν26]

高橋  長 く名称〉伝動用平ベルト

く要約〉長期ll用 させ得る伝動用平ベルトを提供することにある。

複数のプーリに掛け渡されて摩擦伝動に用いられるべ く無端ベル ト形

状に形成され、内面側と背面側の少なくとも一方がカバーゴム層によ

り形成され且つ表面が平坦に形成されており、該平IEIな 面が前記摩擦

伝動に用いられる伝動用半ベル トであって、前記平坦な面には、ベル

ト周方向に沿って延在する切 り込みが形成されており、しかも、前記

切り込みが、前記平坦な面の表面から前記カバーゴム層に対 して切り

込まれた状態に形成されていることを特徴とする伝動用平ベル トを提

供する。

願 2Cll16 3 1 75 15[200σ  Hρ4]

開 2Cll18-126639レ 008′0605]

登 4633710[2010111/26]

章
［
品

裕

文

雌̈

山

佐

西

く7.称 〉印刷用フイルム及びオーバーラミネー ト用フイルム

く要約〉自l刷適性及び粘着物1■に優れた印吊1用 フイルムを提供する。

ポリ塩化ビニル系フイルム (Al)及 び粘着剤層 (A2)を 有する印

刷用フイルムであって、 L記ポリ塩化ビニル系フイルム (Al)は、

平均重合度1000～ 141Xlの ポリ塩化ビニルIll脂 100質 量部に対 して数平

均分子量1000ヽ 3000の ポリエステル系可塑剤を20ヽ 40質量部配合した

樹脂組成物 1、 又は、平均重合度7∞～1200の ポリ塩化ビニル樹脂100

質量部に対 して数平均分子量380ヽ 2000の 可塑剤を15ヽ35質量部配合

した樹脂組成物2を 使用して得られるものであり、 L記自l昴1用 フイル

ムは、溶斉1系 インクを用いて印刷が行われるもので、かつ、屋内の壁

装材用として使用されるFP刷用フイルム。
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特許番号 発明者 発明の名称  要約

願 2007018162[2007Ю  ν29]

開 2008185716[200808′ 14]

登 4818945[20117o9′ o9]

浩

賢

彰

康
　
　
成

菅
日
崎

迫

廣

岩

く名称〉電子写真装置用ブレード及びその製造方法

く要約〉永久変形が少なく、機械的強度、耐摩lt性に優れ、使用環境対応性に

優れた2層 に形成した電子写真装置用のブレードを提供する。

材質が異なるエッジ部とベース部を備えた電子写真装置用ブレー ドで

あつて、少なくともエッジ部がエステル系ポリウレタンからなり、エッ

ジ部以外のベース部がエーテル系ポリウレタンからなることを特徴と

する電子写真装置用ブレード。

願 2007071832[2007703′ 20]

開 2008229999[2008′ 10702]

登 4834585[20117o9/30]

丸 日 秀一 く名称〉桐脂成形金型

く要約〉簡単な構造で、インサート部材を精度よく位置決めする。

樹脂成形金型は、注人口を通して成形空間内に樹脂材料を注入する際

の注入圧力により、金型の係合凹部にインサー ト金具の係合Ll部を係

合させることで、インサート全具の位置決めを行うものである。注入

日に対向し成形空Fn3を 挟んで、コイルスプリングによって注入口側に

常時付勢されているスライドピンがスライド可能に設けられている。

このスライドピンの先端には案内凹部が、インサー ト金具に案内凹部

に係脱可能に係合する案内凸部が設けられている。案内凸部と案内凹

部との関係でインサー ト金具をセンタリングしつつ持ち上げ、センタ

リングしつつ係合凸部と係合凹部とを係合させる。

願 2007215115[2007Ю 8ρ I]

開 200945287レ 009/o3Ю5]

登 4805227[201ν 08/19]

史

充

也

樹

彦

正

　

公

英

克

居

日

藤

定

武

山

後

則

畑

く名称〉消臭抗菌剤及び消臭抗菌■flの 製造方法

く要約〉色をはとんど呈さず、経時的な色の変化も充分に抑制され、消臭性や

抗菌性にも優れた消臭抗菌剤を提供する。

ナノダイヤが凝集しているナノダイヤ凝集物を含む消臭抗菌剤であっ

て、上記ナノダイヤ凝集物は、金属含有量が 1質量%以下である消臭

抗菌斉1。

願 2010159071[2010707′ 13]

登 4806783[201lЮ 8′26]

男

稔

之

和

　
　

広

葉

山

由

山

春

阿

西

く名称〉射‖l成 形品自動取出ロボット用の成形品保持装置

く要約〉四つ又は四の倍数の数の型が二行多列でマ トリックス状に配置された

金型を用いて成形品を成形することを前提に、型同士の間隔を異にす

る金型に交換されても、成形された成形品のそれぞれを保持すること

のできる射出成形品自動取出ロボット用の成形品保持装置を提供す

る。

成形品自動取出ロボットのロボットアームに連結されるユニットベー

スと、ユニットベース上に二行ニタ1で配置された四つの保持手段とを

有する装置ユニットを備え、装置ユニットは、各行の保持手段を列方

向にlkr離 させる第一作動手段と、各夕1の 保持手段を行方向に接離させ

る第二作動手段とを備えている。

願 2010528622[2010/03′ 05]

合 4707200[201lЮ 3ρ5]

木

山

居

鈴

下

武

真二

賢治

正史

く名称〉複合粒子及び複合粒子の製造方法

く要約〉本発明は、分散媒中における十分な分散性を有する複合粒子の提供、

及びこの複合粒子をより確実に得ることのできる複合li子 の製造方法

の提供を目的として、蛍光体粒子と、前記蛍光体粒子の表面の少なく

とも一部に形成されており、金属酸化物を含む被覆層と、を含み、式

(1)の条件を満たす構成を有する複合粒子を提供する。

053≦ (p/Po)   (1)

式 (1)中、Pは ,Is R 16281に 規定の測定方法に基づく前記複合li子

のかさ密度の測定値、Poは定容積膨張法による乾式密度涸1定方法に基

づく前記複合粒子の真密度の泄1定値、をそれぞれに示す。
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特許番号

願 2011505269[2010711′ 18]

登 4768893[2011706′ 24]

発明の名称 要約

く名称〉摩擦伝動ベルト

く要約〉摩擦伝動ベル トは、ベルト本体の内周側にプーリに接触して動力を伝

達する圧縮ゴム層を備える。圧縮ゴム層は、プーリ接触表面に多数の

凹孔が形成された表面ゴム層と、表面ゴム層よりもベル ト内部側に設

けられた25℃ におけるベルト長さ方向の貯蔵縦弾性係数が表面ゴム層

よりも高く且つ30～ 50MPaである内部ゴム層とを有する。

尻池 寛之
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新製品紹介

バン ドーリブエース・フィットの紹介

(担当 :伝動事業部 伝動技術研究所 ベル ト開発グループ)

従来の Vリ ブ ドベル トに使用されている張力を受け持つ′亡、線に低弾性率なポリアミド́さ線を使用 し、固定された

レイアウトヘの装着が可能なベル トを開発いたしました。

1 開発の背景・狙い

近年の自動車業界では、環境に優 しい自動車ということからハイプリッド車や電気自動車が注目されてきました。

その流れの中、補機 (エ アコン、オルタネータ、ウォーターポンプなど)の電動化が進み、ベル トで伝動する補機

の数が減少 しつつあ ります。また、エンジンの軽量化のために従来のオー トテンショナを使用するのではなく、張

力付与機構がない固定された 2軸 レイアウ トなどに使用出来るベル トのニーズが高まってきました。これらのニー

ズに応えるべ く、当社の製品であ りますリブエースの品揃えとしてポリアミド′亡、線を用いた Vリ ブ ドベル ト(図 1)

を開発いたしました。

※lポ リアミド′さ線

ポリアミド′亡、線は従来の Vリ ブ ドベル トに多 く使用されて

いるポリエステル′亡、線に対 し、弾性率が約 1/4と 低いの

が特長となります。

図 1 開発品のベル ト構造

EPDM背面ゴム

EPDMリブゴム
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2開発したベル トの特長

ポリアミド′亡、線を用い、ベルトの弾性率を低くすることにより

① 固定されたレイアウトのプーリヘの装着が可能になります。

② ベルト長さや軸間距離のバラツキを吸収することが可能になります。

③ 摩耗による張力低下をベルトが吸収するため、必要なPrc力 を維持することができます。

-0 0-
組み付け治共

^ミル ト

弾性率が低いストレッチタイプのベル トにすることに

より、固定されたレイアウトのプーリヘの装着が可能

となります。

図 2 ベル ト取り付けイメージ

3ベ ル ト性能

3-l SS特 性

従来の Vリ ブ ドベル ト (RG1720R)と 比較 して、開発品 (LS1780)は弾性率を約 1/4と することにより、軸

間距離のパラツキやベル ト摩耗による影響を吸収 します。

S‐S特性測定結果

1000

300

ご 600
ヽ
2
R  400
騨

リブ

従来品

― RG1720R PET― LS1 780

図 3 ベル トの S‐S特性測定結果
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3-2 張力維持性能

実車モニターにより、開発品の張力維持性能の評価を実施しました。

どの車種におきましても張力低 ド 而j久性ともにFり題なく走行しています。

図4 開発品の実車モニター評価結果

4ベ ル ト組み付け治具

ス トレッチタイプのベル トを固定されたレイアウ

リます。

組み付け時に使用する組み付け治共については、

卜のプーリに組み付けする際に専用の組み付け治具が必要とな

当社の樹脂射出成形技術を用い、設計 製造しています。

ギ

図 5 組み付け治具 1 図6 組み付け治具 2

低弾性リブエース実車モニター評価
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― 実輸 ― 実=2-熟 ■|―実軍O― 実車3
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新製品紹介

低収縮サンラインベル ト (食品搬送用軽量コンベヤベル ト)の紹介
Lowly constricted SUNLINE BELT(Light conveyer bens)

(担 当 :産業資材事業部 技術部 設計グループ)

1 この製品の必要性について

最近の食品用コンベヤlill造 は、ス トロークが短 くなり調整代が少なくなっています。また、プーリ径も小径になっ

ており、回転プーリを用いないナイフエッジ■の導入もI「 えています。

その理由には装置のコンパクト化 (C/D)、 および、搬送物の小型化 (1ロサイズ化)が挙げられます。

食品搬送ベル トは、搬送物である粉 油の潜 り込みなどにより収縮現象が発生することがあ ります。ベル ト収縮

は従来からF.H題 となっていましたが、上記のようにコンベヤ装置が変化 したことにより、ベル トの収縮をス トロー

クで吸1又することが出来ず、収縮 したベル トがプーリを折るなどの現象が増加 してきました。

このため、小プーリ ナイフエ ッジに対応し、ベル ト収縮が発Jiし にくい食品用ベル トが求められていました。

■1ナ イフエツジ

ナイフエ ッジは小物搬送ラインの乗 りillぎ 部などで用い

られます。回転プーリに比べ、乗 り継 ぎ部を小 さく出来

る特長があ ります。

ナイフエ ッジで使用するベル トには、縦方向柔軟性、屈

出1耐久性が必要です。

2ベ ル ト収縮

2-1 ベル ト収縮とは

lt用 に伴い、ベル トが収縮する現象です。1文縮は主に食品搬送で発生します。

ダンボールやカバン搬送などの物流用途で発生することはほとんどありません。

収縮が発生する原 LINlに は以下の 3つがあります。

① 粉 油がベルトに潜り込むことによる収縮

② 熱水でlt浄することによる収縮

③ 常温水で洗浄することによる収縮

実際のケースでは、複数の原因が重複する場合があります。

①が原因である場合、最も大きな収縮現象を引き起こします。JF・l去 に経験したプーリが折れる収縮現象の全て

の原因が、粉 油がベルトに潜り込むことによる収縮でした。
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「
こπ而而IT■ iベルトメ〔li(こ

崎 。油が擦 り,△ け tる 場合が
`|)い

OR

|ベルトサ|「川(写真奥1刊 )力¬|‖iすることに

ilI:‖111子 111等竺呈 |

図 1 粉・油が原因による収縮

2-2 ベル ト収柿の メカニズ′、について

ベ ル ト′亡、体の1花 糸 と横糸の出lに 粉 ‖の潜 ,込みが発月1し 、瀞 り込み によ ,ベ ル トし、イ本のlitり が収llし ます

その結 場t、 ベル トカ」丈鷺‖する現象が発
'サ

lし ます (ス 2),

サ イフエ ッジサlサ1で は :言このオ|り ,△ みが起 こ )や す く、11り1間 で‖丈縮 する場 合があ ,ま 1~

Jl●縮前
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3低 収縮ベル トの開発

1分 ‖満 り込ふ収縮が発牛 しにくいベル ト構造としました。

収縮力の低減に重点を置き、プーリをタテリにくいベル トの開発に留意しました。

3-1 開発 した低収縮ベル トの性能

ナイフエッジ走行試 IJ l機 を用いて、粉 油淋 り込み収縮試験を実施 しました。

サラダ油および小友粉を使用し、,[行時間は24‖1間 、収縮力は時 間中の最大値を測定 しま

開発品=新製1古 は、収縮率および収縮力が最少のl・
L,こ となり、またた行後のベル トに粉

んど見られませんでした (図 5).

した (L13、  文14)。

油の淋 り込みがほと

図 3 ベル ト収縮率沢1定結果

図 4 ベル ト収縮力測定結果
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図 5 開発品の走行後顕微鏡写真
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く低収縮サンラインベルトの仕様>

品 名 新製品 SL F1218

ベルト構造

構造図

カバー ポ リウレタン

色 調 自

心 体 ポリエステル

プライ数 2

帯電防止 有

最小プーリ径 (mm) φ15

ナイフエッジR(mm) 3

ノンフレイ

(耳 ほつれ防止性能)

有

抗菌 防カビ性能 有

連続使用可能温度 (℃ ) -10～ +80

許容応力 (kg/Cm) 4

ベルト総厚 (mm) 12

<ご使用事例>
製パンエ場 :食パン、菓子パン (ク ロヮッサンなど)の加工 搬送ライン

製菓工場 :ク ッキー、ビスケット、米菓の加工 搬送ライン

その他 :練 り物搬送ライン

<関連特許>
特許第3425105号 一樹脂製コンベヤベルト
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TOPICS(20113～ 201110)

2011

レ

タ

●ホームページに環境

lcは製品(cco nloving}

のホ

“

介ベージを ll設

● イン ド南 部 に新 :l:場

建設を決定

●バン ドーテクニカル

レJく ―卜No 15を

`01lJ●大阪支店の本社事業
|'F等への集約

●束 H本大震災の被害に対する義援金 を
′
り〔施

●電
「

部品 羽■「等 におけるマ イクロダ

ス ト除去の新方式を開発

●「サマータイム制度Jを 導入

●「コンバーテック チャイナ201lJに 出

展 (上海新国際博覧なこ示場 )

8月

●「CSR TFt告 書201lJ をうとイf

●東 日本 人震

'こ

の被害 に支Jす る Jl lト グ

ループ役l lltに よる義援金を実施

●第2111フ ァインテ ックジャパ ンに||なt

{東京ビッグサ イト)

●調達部の名称を「グローバル調達部J

に改称

6月

●自動
'lif l機

‖

`動

用ベル ト「リブエース

フィット」を販売開始

●「2011「Jな 食 品 Ii業 展 F00MA JAPAN
20HJに 出力t(東京ビッグサイト)

●「第15回 機 1文 要素技術展 (M Tcch)Jに

出展 (1〔 京ビツグサイト)

●「次L代 プリンテッドエレクトロニクス

オ支術研究剰[合 (JAPERA)Jに 参〕|

シ

ν

レ

シ

レ
●「セ ミコン タイ

北ワールドトレー

ワン20H」 に出展 (台

ドセ ンター
)

10月

●「第14Ll関 西機llt要 素技術力(Jに 出展 (イ

ンテ ンクス大阪)

●インドバンガロール |」場で,し i式 を実施

19

3月

4月

5月

7月

9月
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TOPiCS(20113～ 201110)

2011.6
「次世代プリンテッドエレクトロニクス
技術研究組合 (JAPERA)」 に参加

常温常 |liド で高速 に

電子 LI路 を自l刷  /r

布で直接形成する「プ

リンテ ッ ドエ レク ト

ロニ クス技 術Jは、

デ ィスプ レイやセ ン

サーなどの人面積フレ

キシブルデバイスをllttじ 力 省資源で製,上 できる技

術として注 IJさ れています。

当社は、このたび本技術の 1期 実用化を加l速 するた

めに設ヽ

'さ

れた「次‖[イにプリンテッドエレクトロニ

クス技術JF究組合 (JAPERA)Jに 参加いたしました。

同組合は経済産業省の支援のもと、エレクトロエク

ス、材■|、 プロセス、装 itな どの 1/・ 業27社 と産業技

術総合7りF究 所が参画。J(社 は本技術のりせ用化に不¬J

欠な金属ナノli子 インク、ペース トの ll発 に取 り組

み、既に

'蹴

tl焼成銀ナノ粒 i「FlowMclalI SWシ リー

ズJな どを販売 してお り、同組合への参加によリプ

リンテッドエレク トロニクス技術の 1ヽ川
]り[用 化に寄

与 していく方針です。

2011.8 1「 CSR報告書2011」 を発行

2010年 度 の CSR tt IJの

1■ り‖[み 実績をまとめた

「CSR報「 iJ「 2011」 を発

行いたしました。J(報告
‐占:は 、11:年 度まで発行 し

ていた環境‖〔1午書から内

容 名称を改め、発行 し

たものです。当社グルー

プの 6つ のCSR ll進 テー

マである「コンプライア

ンス 企業倫班J畷 境 J

「品質」「人権 労働 安
/1NJの 活fl」 をまとめていま

詳lPは 当‖:ホ ームページにてご覧いただけます。

(ト ップページ 〈http:〃wwW bando cojp〉 より「csR
の取 り組み」をi塁択 し、「CSR Il告 書Jを クリノク

してください)

CSRII告 ● 2011

平iご
0● ∪

2011.101イ ンドバンガロールエ場で起工式を実施

インドlll部のバンガロール H手 の工場で起 :式 を、2011年 10月 19

日に実施いたしました。

現地では、2012年 9月 り1か ら設備の搬人を開始 し、2013年 年初

から生産を開始する予定です。素材加工も含めた一It41産 の工

場を新設することで、同国での伝rlJベ ル トの生産 供給体制lを

強化 してまいります。
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国内事業所
本社事業所

何戸lil l嘔港島南口rl]口 6訃6号 〒65(H)017

TEL(078)3042923 FAX(OF8)3012983

東京支店

1:京割確区芝4丁 口l番 237(:日 NNビ ル)〒 1080014

TEL(03)5181 911l FAk(03)518■ 9112

名古屋支店

名古■lil卜 II区 名r●・ 3「 口2343号 (大橋ビルディング)〒 1500002

TEL(032)582,251 FAk(052)5861681

南海工場
大阪府泉市市男ll15丁 日20rrl'ナ  〒5900521

TEL(0,2)82,テ 1l FAk(0,2)48211,3

和歌山工場

詢歌 lB記 の川市
'日

b lT最上1212番 lL5 〒6496111

TEL(0,36)6009,9 FAN(0736)162152

加古川工場
兵匠呼lll古川市平M世丁土山7コ モ池の内618 〒675● 198

TEL(OF8)9123232 FAN(078),123389

足利工場

栃本県足利市荒
/11r188■

6号 〒3260832

TEL0280F241・ l FAN0280,2■ 126

国内関係会社
■販売・加エサービス関係会社
北海道バンドー株式会社 |[,11'彎 11ズ サ1疼 1火迪2「 2■ 22'サ  〒0130020

lEI(011)831211, =ミ(01),認 |,9,2

バンドー福島販売株式会社 111,11,,き li平 7'谷 I,||口 O Ft地 い 〒,テ∝8021

TEL(0211'222691 =ヽ(ω

“

,211,767

東日本バンドー株式会社 東京都1央 κttlL2丁 口3■1号 (築地, 長岡ビル)〒 10100;

TEL(03,1]|「811l FAN(0:,3,118118

バンエ業用品株式会社 東京都中央X束日本薔セ1 27番 l号  〒lamlol

TEL(03'3Ы ,1,Hl ltN(0つ 3“ t・ 1,92

治 洋 産 業 オ朱式 会 社 東京都r‐ 束κ口,橋2T口 1,■|り (秀和口,橋 ビル)〒 11卜 l152

TEL(03'386■

“

11 =S(0つ 3部
=,603

北陸バントー株式会社
`¬

1県|¬「「‖1屋 l13,H2番 い,け 〒9,08'|

T●I(OFO)i1232i ヽヽ  (OF`),i18118

西日本バンドー株式会社 大阪lit‖‖
`西

1島
` 11番

1号 (斬 人lllフ ライムタワー

' 
〒][Ю011

TEL(06)180G Ю58 FAN(“ ,18α220;
バンドーエラス マヽー株式会社 H戸 li兵けX'11ホ  |い 番r号■(ントーグルーブフ●クトリー‖11 〒」]20い ,

TEL(0「 8)032“iO mX“)F8)`i^げ0

九州バンドー株式会社 薔綱litt K多 の,「 ll口 1番 2り 〒811■ O11

TEL(0,2)62228F5 FAX(e,2,(,222880

■製造関係会社
福丼ベル トエ業株式会社 1ヽ'F県 りヽ11∫ |,ま抑,23′ |イセ1希ltF 〒,1■80'F

TEL(0「 76)|(13100 FAX(0,Fl,),(,1038

バン ドー 1青 機株 式会社 口|'li兵 li X"11迪2]H:r・ 1,け 〒
`i劉

,83

1じ I(0「 8)1510i12 tヽ  (OF8,68"(Юl

ビーエルオートテック1業式会社 ‖,iliス 1:`Wl和 逝,|11,番 1「 号バンドー,ルーフファクトリー‖li, 〒liJl“ ,

TE口 OFゆ 1822帆 l mXOiめ |:空Ⅲl

バンドー ショルツ株式会社 ,1"蜘 ずJlli平mll 1111コ モi也 の内018番地 〒げ■1101

TEL(0「 8),1'3,3, =ヽ  (lF8,91,160

■その他サービス関係会社
バンドートレーディング株式会社 ‖,'li中 央え:を島lll口

"lll,■

6号  〒liC0017

TEL(0「 8)3012251 VⅨ (OF8,30122i,

バン ドー興産株式会社 神 ⅢⅢⅢ:区 Jl和迪: い轟
「

,いパータル フファク,,― ‖||〒 1卍■II

TEL(OF8)051i35' FAN(OF8)1,515,Fl

西 兵 庫 開 発 株 式 会 社 兵

“

り1'(彙 li千

“
"嗅

来24T・ ,也2 〒6F13212

(千 草カン トリークラブ)lEL(OF,0,コ ‖ 313 FAXOF,0)F●

'311

海外関係会社
北米地域
Bando uSA,ino

(Co,porate Orr ce〉

(3owlnO Green P ant)
2720 P oneer DrWe Bowlng Green Kontucky 42102 U S A

欧州地域
Bando Bet Manu,actu●ng(Turkey)lnc

hsan Dede Ca0 1000 Sokak Gebze ODan ze Sanay B。 9es

Krele der Stmsse 671 41066 Moencheo9 adbach GERMANY

Apanalo corr●os 136 Po19o■ o ndustial Sant Ermeng。 l cale Fmncesc layに 1

12 14 Na es 4 5 08630 Abrera(Baredona)SPA N
TEL 34 93 7778740 FAX 34 98 7773741

アジア地域

7304 S。,99ok Don9 Danwon ku Ansan Cly,。 noklDo REPUBLIC OF KOREA
(4BA 705 Sh hwa ndus Zone Mechakon cs Comp ex)

626 220 869 1 Eo9ok Don9 Yang san CI Gyune San9 Nam Do REPUB[IC OF KOREA

Bando Bo[σ anlin)Co Ltd
No 37 Ha「 on9 Avenue TEDA Tian n 300457 CHINA

Bando Manuiactu‖ ng(sha■ 9hao Co.Ltd
Rm B FistFoo`B ock56 No 199 R yng No■ h Roお Wa Gao O ao
Free nnde Zono Pudong D st`oi Sha09ha CHINA 200137

Bando Manuiactu‖ng(Dongguan)Co.Ltd

Oo■9Guan C I GuangDonO PIЮ V nce CHINA

Sole No5B 19F TK● er6 Ch na Hon9`bn9 Cly

Phl pp ne gen ManuraOlun,9 corp
2nd F ool S emkang Bull n9 280 282 Dasmarnas street B nondo

Bando Manufoctu●■9 chaland)Ltd
47″ Moo 4 So Watban。 ,a Tamoo Banに o Amphur M● ang Samuヽ akom

Pengeluaran Cetah Bando(Ma ayS a)sdn 3hd
No2 Jdan SenOkang Bau 22 Koほ 81000 Kubla,」 。h。

`MALAYS A

No 2 Ualan Sen9kang Batu 22 Kola131000 Ku alva Joh。 「 MALAYSIA
TEL60 7 663 9661 FAX 61 7 663 9664

Bando(S ngapore)Pte Lld
3C Toh Guan Road Eost彎 o501 SINGAPORE 608832

」 G¨ah■ ■99at Kel Pas rJaya Kec Uall Uwung Tangeran9 15135 1NDONESIA

Bando lnd a)PVI Ltd
Plot No 255 Seclo■ 7 1mt Manesar GurO“ n122050 HavanalNDIA
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